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午後３時００分開会 

○教育長 定刻になりましたので、ただいまから、本年第１

回足立区教育委員会定例会を開会いたします。 

  本日の出席人数は定足数であります。よって会議は成立

いたします。 

  それでは、これより審議に入ります。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 初めに、会議録署名員の指名をいたします。 

  本日の会議録署名員に花岡委員、杉田委員をご指名いた

しますので、よろしくお願いいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 それでは、日程第１、第１号議案を議題といたし

ます。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第１、第１号議案 足立区立小学校、中学

校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例の一部を改正する条例の送付について。 

  以上。 

○教育長 第１号議案について、宮本学校教育部長から説明

をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の５ページ、第１号議案説明資

料をご覧願います。件名、所管部課名は記載のとおりでご

ざいます。 

  条例の改正理由は、公立学校の学校医、学校歯科医及び

学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の改正に

伴いまして、規定を整備する必要があるためでございます。

改正内容は、６ページから１０ページまでの新旧対照表の

とおりであり、また施行年月日は公布の日でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がございました。これより本案の審

議に入ります。第１号議案についてご質問、ご意見があり

ましたら委員のご発言をお願いいたします。何か質疑あり

ますか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第１号議案、足立区立小学

校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償に関する条例の一部を改正する条例の送付につ

いてを採決いたします。本案は原案のとおり決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第２、第２号議案を議題といたします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第２、第２号議案 足立区幼稚園教育職員

の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等の一部を改正す

る条例の送付について。 

  以上。 

○教育長 第２号議案について、伊藤子ども家庭部長から説

明をお願いいたします。 

子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 それでは第２号議案につきましてご説

明をさせていただきます。説明資料の１２ページをお開け

ください。件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

 まず概要でございますが、地方公務員法の改正により条

例の改正を行うものでございます。改正内容でございます

が、地方公務員法第２４条第２項が廃止されたことに伴い

まして、項がずれるということでの改正でございます。改

正内容につきましては１３ページに記載がございますの

で、よろしくお願いいたします。 

○教育長 ただいま説明がございました。これより本案の審

議に入ります。第２号議案についてご質問、ご意見があり

ましたら委員のご発言をお願いいたします。何か質疑はご

ざいませんか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第２号議案、足立区幼稚園

教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等の一部

を改正する条例の送付についてを採決いたします。本案は

原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 
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  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第３、第３号議案を議題といたします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第３、第３号議案 足立区幼稚園教育職員

の給与に関する条例の一部を改正する条例の送付につい

て。 

  以上。 

○教育長 第３号議案について、伊藤子ども家庭部長から説

明をお願いいたします。 

子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 それでは第３号議案についてご説明を

申し上げます。１７ページをお開き願います。件名、所管

部課名は記載のとおりでございます。 

  概要でございますが、今般、地方公務員法及び行政不服

審査法が改正されたことに伴う条例の改正と、平成２７年

１０月の人事委員会勧告に基づきます分限処分における

号給が整備されることに伴う条例の改正でございます。 

  改正内容でございますが、地方公務員法の改正に伴いま

して、等級別基準職務表を別表２として新たに加えたこと

による改正と、また先ほどもありましたが、地公法第２４

条第２項が廃止されたことに伴う文言整理を行ったもの

でございます。 

  次に第二でありますが、行政不服審査法改正によりまし

て、文言整理を行ったものでございます。 

  第三でございますが、分限処分により降給させる場合の

号給を３号給下位にするというものを定めたものでござ

います。改正詳細につきましては、１８ページ以降にござ

いますので、よろしくお願いいたします。 

○教育長 ただいま説明がございました。これより本案の審

議に入ります。第３号議案についてご質問、ご意見があり

ましたら委員のご発言をお願いいたします。何かご質疑は

ありますか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第３号議案、足立区幼稚園

教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の送

付についてを採決いたします。本案は原案のとおり決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第４、第４号議案を議題といたします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第４、第４号議案 足立区立学校設置条例

の一部を改正する条例の送付について。 

  以上。 

○教育長 第４号議案について、宮本学校教育部長から説明

をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の２３ページ、第４号議案説明

資料をご覧願います。件名、所管部課名は記載のとおりで

ございます。 

  条例の改正は、関原小学校の改築に伴って新校舎に移転

するため、学校の位置について、３に記載の新旧対照表の

とおり変更するものでございます。施行年月日は平成２８

年８月２５日でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありました。これより本案の審議

に入ります。第４号議案についてご質問、ご意見がありま

したら委員のご発言をお願いいたします。何かご質疑はあ

りますか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第４号議案、足立区立学校

設置条例の一部を改正する条例の送付についてを採決い

たします。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙

手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 
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○教育長 次に、日程第５、第５号議案を議題といたします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第５、第５号議案 足立区特定教育・保育

施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する条例の

一部を改正する条例の送付について。 

  以上。 

○教育長 第５号議案について、伊藤子ども家庭部長から説

明をお願いいたします。 

子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 それでは第５号議案の説明をいたしま

す。２６ページをお開き願いたいと思います。件名、所管

部課名については記載のとおりでございます。 

  改正の理由でございますが、子ども・子育て支援法によ

る第１号認定のお子さんにつきまして、他自治体の公立幼

稚園あるいは公立認定こども園を利用する場合の利用者

負担額を定めるものでございます。 

  主な内容でございますが、区立認定こども園（短時間利

用）の利用者負担額として定めた別表について、区立認定

こども園のところを公立幼稚園・認定こども園として、利

用者負担額を設定したものでございます。一例ですが、住

所は足立区になるのですけれども、新潟県の施設をご利用

になった方がいらっしゃって、この方の利用者負担額を定

めるのに今の条例ですと区立というようになっているの

で、向こうの利用の該当にならないということで、今回、

新潟県を含め、全国の認定こども園等を利用するため公立

という名称に改めたということで、主な改正はこのとおり

です。 

  ２７ページに新旧対照表がございますが、第２条関係は、

都の条例の変更によるものでございます。それと第６条の

２でございますけれども、別表のところに、旧のところで

は別表５の下に備考として給食費５，０００円というもの

を定めてございましたが、これを正式に第６条の２という

ことで条文の中に入れ込むという改正を行います。それで

別表第５のところは、区立というものを公立に変えるもの

でございます。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありました。これより本案の審議

に入ります。第５号議案についてご質問、ご意見がありま

したら委員のご発言をお願いいたします。何かご質疑はあ

りますか。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 今説明があったように、「上記の利用者

負担額とは別に、給食費５，０００円を徴収する。」とい

う別表の備考の文章が、改正では第６条の２ということで

条文の中に書き込まれましたよね。これは法令技術的には

どのような意味があるのですか。 

○教育長 子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 １人目、２人目につきましてはこの別表

があって、その下に５，０００円を徴収するとなってござ

いますが、３人目は保育料が無償でございますので、別表

がないのです。ただ、規定を準用して給食費は５，０００

円を実費としていただいているので、それを明確に徴収す

るという定めを置いたということです。通常、本則の中に

徴収する規定があって、その金額等の数値を決めるという

のが別表の役割なのですけれども、今回はしっかり徴収す

ることということで、条文の中に入れ込んだということで

ございます。 

○教育長 小川正人委員。 

○小川（正）委員 わかりました。 

○教育長 よろしいですか。ほかにいかがでしょうか。あり

ますか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第５号議案、足立区特定教

育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関す

る条例の一部を改正する条例の送付についてを採決いた

します。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手

を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第６、第６号議案を議題といたします。 

庶務係長。 

○庶務係長 日程第６、第６号議案 足立区における保育の

利用等に関する条例の一部を改正する条例の送付につい

て。 
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  以上。 

○教育長 第６号議案について、伊藤子ども家庭部長から説

明をお願いいたします。 

  子ども家庭部長。 

○子ども家庭部長 第６号議案についてご説明を申し上げ

ます。資料の３０ページをご覧願います。件名、所管部課

名は記載のとおりでございます。 

この４月に新たに区立花畑保育園を民営化することに

伴いまして、設置条例の部分からこの花畑保育園を外すも

のでございます。新しい保育園は、社会福祉法人の檸檬会

が運営する、仮称でございますが「レイモンド花畑保育園」

ということでございます。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 ありがとうございました。説明がございましたの

で、これより本案の審議に入ります。第６号議案について

ご質問、ご意見ございましたら委員のご発言をお願いいた

します。何か質疑はありますか。 

（なし） 

  ないようですので、これより第６号議案、足立区におけ

る保育の利用等に関する条例の一部を改正する条例の送

付についてを採決いたします。本案は原案のとおり決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり決す

ることにいたします。 

 

―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に、日程第７、第７号議案です。この議案は足

立区教育委員会会議規則第１４条第１項ただし書きによ

る、人事に関する件でありますので、非公開の会議にした

いと思います。 

お諮りいたします。第７号議案について、非公開とする

ことに賛成の方の挙手をお願いいたします。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、この議案につきましては

非公開とさせていただきます。 

傍聴人の方、恐れ入ります、申し訳ございませんけれど

も議場よりご退場をお願いいたします。 

（傍聴者退場） 

―――――――――◇―――――――― 

 

（非公開） 

 

―――――――――◇―――――――― 

（傍聴人入場） 

 

○教育長 次に、日程第８、第８号議案を議題といたします。 

  庶務係長。 

○庶務係長 日程第８、第８号議案 足立区教育委員会教育

長の事業及び事務従事について。 

  以上。 

○教育長 第８号議案について、宮本学校教育部長から説明

をお願いいたします。 

  学校教育部長。 

○学校教育部長 お手元資料の３３ページ、第８号議案説明

資料をご覧願います。件名、所管部課名は記載のとおりで

ございます。 

  教育長に対しまして、３件の講師依頼がございました。

この講師依頼に応じるに当たりましては、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第１１条第７項に基づきまし

て、教育委員会の許可を受ける必要がございます。講師依

頼の内容は２の従事内容等に記載にとおりでございます。

従事日が勤務日に当たる場合は年次休暇を取得して対応

する予定でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 ただいま説明がありましたので、これより本案の

審議に入ります。第８号議案についてご質問・ご意見ごあ

りましたら委員のご発言をお願いいたします。何か質疑は

ありますか。 

（なし） 

ないようですので、これより第８号議案、足立区教育委

員会教育長の事業及び事務従事についてを採決いたしま

す。本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求

めます。 

（賛成者挙手） 

  挙手全員であります。よって、本案は原案のとおり議決

することにいたします。 
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―――――――――◇―――――――― 

 

○教育長 次に日程第９、教育長報告を議題といたします。 

  今回は各担当からの報告事項に替えさせていただきま

す。質疑についてはすべての報告が終了いたしましてから

一括して行います。 

  初に①について、杉岡教育政策課長、お願いします。 

  教育政策課長。 

○教育政策課長 それでは報告資料３４ページをご覧くだ

さい。件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  谷中中学校開かれた学校づくり協議会会長並びに同校

長の連名により「足立区学校運営協議会設置校指定申請書

（再指定分）」が提出されました。その提出書類の内容の

検討、また協議会の会長、学校長との協議を踏まえまして

再指定することを決定いたしましたので、ご報告をさせて

いただきます。 

  ２は指定期間、平成２８年２月１日から平成３２年１月

３１日までの４年間とさせていただきます。 

  前々回、弘道小学校新規分を含めまして、現在、ＣＳ１

１校でございます。 

  今後の方針としましては、学校と地域、保護者間の十分

な協議が整い、思いが合致した学校から順次、運営協議会

の支援をさせていただきたいという方針でございます。 

  説明は以上でございます。 

○教育長 続いて②について、望月学務課長お願いします。 

  学務課長。 

○学務課長 報告資料３５ページでございます。件名、所管

部課名は記載のとおりでございます。 

  昨年７月３０日、文部科学省から「義務教育修了者が中

学校夜間学級への再入学を希望した場合の対応について」

ということで、中学校既卒者の夜間学級への入学許可につ

いての基本的な考え方が示されました。足立区には第四中

学校に夜間学級がありますので、入学指針を策定しました

ので報告します。 

入学指針の主な内容でございます。中学校既卒者の入学

基準ということで、中学校既卒者が夜間学級への再入学を

希望した場合は、各夜間学級の収容能力に応じて、積極的

に入学を認めることが望ましいということで、国から示さ

れた基準が四角に囲ってある内容でございます。不登校や

親による虐待等によって中学校課程の大部分を欠席して

いたり、それに準ずるような状態にあって、実質的に義務

教育を十分に受けられなかった義務教育の目的に照らし

て再度中学校入学を認めることが適当と認められる者を

入学基準に該当する者ということで定めました。 

入学定員は、平成２８年度は、未卒者と合わせて夜間学

級全体で１００名の範囲で入学を認めてまいります。ただ

し、都内在住及び在勤者に限ります。 

入学許可方法が３番でございます。入学者の受付は学務

課で行います。学務課は、入学希望者の出身中学校や教育

委員会に問い合わせをして出席状況等の確認をし、第四中

学校に通知をします。第四中学校は学務課が入学基準に該

当すると判断した者と連絡をとって、体験入学を実施して

まいります。第四中学校は体験入学終了後、入学希望者と

面接を行って、本人の入学意思と就学状況についての確認

をして、入学時期を決定してまいります。 

３６ページでございますが、入学許可の優先順位という

ことで、記載のとおり、①、②、③の順番で入学の優先順

位を定めて、これに基づいて入学許可をしてまいります。 

実施時期は平成２８年４月１日から実施してまいりま

す。今後、既卒者の夜間中学校入学手続等を広報やホーム

ページで周知してまいります。 

３７、３８ページが入学指針でございます。 

以上でございます。 

○教育長 続いて③から⑥について浮津教育指導室長お願

いします。 

  教育指導室長 

○教育指導室長 それでは差替え分、別添資料２「平成２７

年度第２回足立区いじめ問題対策委員会の開催結果につ

いて」をご覧ください。 

開催結果についてですが、いじめ問題対策委員会を１２

月２１日教育委員会室で開催いたしました。（２）いじめ

状況調査結果についてですけれども、１１月までいじめの

相談が１件もないとは考えづらいので、受付表が作成され

ていない学校については聞き取り調査を行い、状況把握を

行っていると説明させていただきました。これについては、

５ページをお開けください。資料２の２番「いじめの個票」

作成というところですが、小学校で個票数が１５９人、中
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学校で７９人になっていますが、左側を見ていただきたい

と思います。小学校６９校中４６校が個票を作成している。

中学校３７校中２８校が個票を作成しておりますので、作

成していない学校があるというようなところが、実は見過

ごしているのではないかということでご説明をさせてい

ただきました。個票作成がまだされていない学校について

は、担当指導主事が学校訪問をして、校長先生や副校長先

生等と状況の把握をさせていただくということを進めて

まいりたいと思います。 

  また１ページに戻りまして、下の段。アンケートに関し

て、内容から担任が聞き取りを行い、いじめに該当する確

認を行っている、気になる内容として、相談できる人とし

てＳＮＳでの知り合いが増えていると説明させていただ

きました。これに関しては８ページをご覧ください。１番

「相談できる人がいる」というところ。多いのは小学生も

中学生もお家の方、それから友達を挙げておりますが、中

学校の中でいくつかの例ですけれども、「部活の先輩」、そ

れから「ＳＮＳで知り合った人」というような書き方をし

ておりますので、私どもとしてはやはりできる限り身近な

人と相談をということでお話をさせていただきました。 

  この点については、いじめ問題対策委員の先生方からは、

要は解決をしてもらいたいということでの相談と、聞いて

もらいたいということでの相談と、こういう２種類がある

ので、もしかするとそのＳＮＳで相談をしているのは、聞

いてくれることで満足感を得られるということではない

のかというご意見もいただきました。特に委員の方々から

は、今やはりＳＮＳ、ＬＩＮＥ等のいじめ等が非常に多く

なっているということで様々なご意見をいただきました

ので、今、東京都教育委員会でも各校にＳＮＳの学校のル

ールを設定するということを提案していますので、足立区

として基本のルールを設定して、各学校で細かいＳＮＳル

ールをこれから作成していくところでございます。 

  まず、いじめ問題対策委員会については以上でございま

す。 

  続いて元の資料の４２ページにお戻りください。平成２

７年度「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習

慣等の調査」についてというところでございます。実施は

平成２７年４月から６月まで、調査項目は全８種目です。 

  調査結果ですが、小学校に関しては５６項目で都の平均

値を下回ってしまいました。区の平均としては３６項目で

昨年度の数値を上回りました。これは昨年よりも上がって

きてはいるけれども、東京都のレベルから考えるとまだ少

し課題が残っているということです。中学校に関しても、

４４項目が都の平均値より低い状況ですけれども、区で見

ると２７項目で昨年度の数値を上回ったということでご

ざいます。 

  開けてＡ３判の大きい資料をご覧ください。ここが今説

明させていただいた部分です。Ⅱのところ、「東京都との

比較による傾向」で、東京都と比較すると１年生から６年

生、黒塗りの三角が東京都の平均よりも落ちているところ

となります。その下のⅢの「足立区の３年間の比較」です

と、矢印が上向きのところは年々記録が上がってきている

ということですので、区内の子どもたちの体力は上がって

きていますけれども、東京都の記録に近づいていくように

今後努力を進めてまいりたいと思います。 

次のＡ３のものが中学生のグラフです。中学生に関して

も、握力、５０メートル、女子だと立ち幅跳びのところが

都平均以上ですけれども、やはり東京都と比べて平均的に

は非常に体力が低下しているところがございます。下のⅢ

では、区の中では年々上がってきているという状況でござ

います。 

次の資料３「生活・運動習慣」についてですが、１つ特

徴的なところ、これは運動にも関わってくるかなと思いま

すが、真ん中下の「１日のテレビの視聴時間」。これが小

学校１年生で１番右の「３時間以上」視聴している児童の

数が、小学校１年生が９．７％、小２が１２．５％という

割合ですけれども、小３になるとほぼ２年生の倍の２３．

３％になっています。ちょうど低学年が終わったところか

ら生活習慣にやや変化が出てくるのかなと思われます。右

側「携帯等の使用時間」についても同様で、小学校１年生

が２．５％、小学校２年生が４．８％、小学校３年生で１

２．２％というように携帯も３時間以上の時間が３年生以

降非常に増えてきているという状況でございます。 

ここから想像できるのは、やはり外で遊ぶ機会が減少し

て、家の中で生活をしているというようなところが見えて

きているところでございます。これについては、改善のた

めに体力向上推進委員会等を立ち上げていますので、改善

の方法を検討しているところでございます。 
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  続きまして４７ページ「足立区立小学校における事故に

関する損害賠償について」です。発生日時は、平成２４年

２月１７日。事故の内容等は、ここに記載のとおり５針縫

うけがを負ったというところでございます。示談の成立日

は平成２７年１２月１日、１１万４，２６０円をお支払い

させていただきました。なお、この金額に関しては自治体

賠償の対象ですので補塡されることになっております。 

  後に４８ページ、１２月分学校事故報告でございます。

管理下６件（小学校４件、中学校２件）となっております。

事故の内容は、交通事故、下校途中信号機のない横断歩道

を横断の際に車と接触、はね飛ばされたと書いてあります

が、特にＣＴに異常はなし、打撲、擦過傷ということでご

ざいました。 

  次、授業中のけがについては、体育の授業中のけがです。

休み時間に関しては４件。ア、自然教室で精神安定剤を過

剰摂取してしまったというようなこともありましたけれ

ども、こちらについても救急搬送後処置をいただいて、大

きなことにはなっておりません。今元気に学校に通ってい

るところでございます。それ以降はマラソンの練習中、あ

とはふざけていてというもの、それから部活動でのけがに

なっております。けがに関しては繰り返し事故防止につい

て学校に周知して、安全の徹底を再度周知してまいります。 

  私からは以上です。 

○教育長 次に⑦について小山子ども・子育て支援課長、お

願いします。 

  子ども・子育て支援課長。 

○子ども・子育て支援課長 資料の５０ページお開きくださ

い。件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  私どもで利用調整を行う保育施設の平成２８年４月分

申し込み状況がまとまりましたのでご報告申し上げます。 

  表をご覧ください。平成２８年４月分、この太枠の縦の

方を見ていただきたいと思います。まずこの期間中１１月

１７日から１２月１日までの受け付けた総件数３，２４７

名分。申請書につきましては半年間有効なものですから、

１０月に入りたいといって入れなかった方も継続されま

す。その継続分というのが１，１８４名。合計で４，４３

１名が平成２８年４月の入所調整の対象となってくると

いうことでございます。 

  内訳のほうは記載のとおりでございますけれども、傾向

としましては、地域別の受付状況が見られる福祉事務所で

見ると、やはり千住のあたりが増加しております。北の方

は、若干ですが申し込みの方が減っているということでご

ざいます。なお前年度の比較でございますが、去年の総件

数４，３１５名から１１６名増えて、パーセントにします

と１０２．７％ということで２．７％の増ということでご

ざいます。 

  この利用調整につきましては１月いっぱいかけて行い

まして、申込されている方に２月８日に郵送で発送する予

定でございます。 

  私からは以上でございます。 

○教育長 次に⑧について後藤子ども・子育て施設課長、お

願いします。 

  子ども・子育て施設課長。 

○子ども・子育て施設課長 ５１ページをご覧ください。件

名、所管部課名は記載のとおりです。 

  保育ママにおける給食提供モデル事業の実施について

のご報告です。目的としましては、平成２９年度の給食提

供に向け、平成２８年度は現在開設中の保育ママによるモ

デル事業を実施し、給食提供の安全性を検証することです。

モデル事業者は、希望する保育ママから基準を満たした７

名です。経験年数は平均で７．６年、お預かりしている児

童は平均４．６名、地域は５地区になります。検証内容と

しましては、マニュアルに基づく給食の安全性や衛生管理、

アレルギー対応等でございます。 

  ５２ページをご覧ください。今後のスケジュールですが、

１月からモデル事業者への研修、実習等を行い２月下旬か

らはモデル事業者宅での給食提供シミュレーションを実

施し、５月上旬から給食提供モデル事業を開始します。８

月末、給食提供モデル事業の終了予定です。 

今後の方針ですが、モデル事業の研修を確実に行い、平

成２９年度以降の保育ママの給食提供につなげていきま

す。またアレルギー児については事故が生じないよう、保

育ママと保護者で十分な情報共有を行って、保育ママ、調

理者等による複数のチェックで行ってまいります。 

  以上です。 

○教育長 次に⑨について寺島青少年課長、お願いします。 

  青少年課長。 

○青少年課長 資料の５３ページをお開きください。件名、
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所管部課名につきましては記載のとおりでございます。 

 ギャラクシティにつきましては平成２５年４月にリニ

ューアルオープンいたしまして、今年度指定管理が５年契

約の３年目を迎えるところでございます。ここでさらなる

利用者サービスの向上を目的に、指定管理者への報奨制度

を検討していることから、以下のとおり報告するものでご

ざいます。 

 制度導入の経緯でございます。平成２５年度からの５か

年の基本協定を結んでおりますけれども、その中で５年間

の指定管理期間中に報奨制度を導入するということで双

方合意をしているところでございます。またギャラクシテ

ィにおきましては、施設使用料を指定管理者の収入とする、

いわゆる利用料金制というものを導入しておりません。区

からの委託料、指定管理料というものは利用者の多寡にか

かわらず一定ということで事業者のモチベーションに働

きづらいような状況があるということも１つでございま

す。 

制度の概要でございますけれども、以前の制度につきま

しては、（１）といたしまして、客観的な数値ですとか、

評価に基づいた報奨金制度にする必要があると考えてお

ります。客観的な数値ということで区の歳入実績及び毎年

度実施しておりますギャラクシティの評価委員の評価、こ

ちらの２面から評価をいたしまして、報奨金額を算出して

いきたいと考えているところでございます。従いまして、

事業対象年度の翌年度にこの事業評価と歳入が確定して

まいりますので、事業年度の翌年度に報奨金を支出すると

いう仕組みを考えております。 

制度の概要につきましては５４ページをご覧ください。

まず報奨金の原資でございますけれども、５年間の指定管

理期間中の初年度、今回に当たりましては平成２５年度の

歳入実績、こちらを基本額と考えまして、そこからの増収

分の２分の１を報奨金の基本額と考えております。この報

奨金額をどの割合で事業者にお渡ししていくかというと

ころで毎年度行っております事業評価を参考にしていく

という形でございます。評価は５事業ございますけれども、

こちらはその評価委員会の評価を５つの事業に分けて評

価を行っていますので、評価５事業という分け方をしてお

ります。項目指数の方でそれぞれパーセントがございます

けれども、それぞれの事業のウエイトでございます。 

例えば、子ども体験事業、まるちたいけんドームの活用

事業などは、ギャラクシティの中核をなす事業でございま

すので、それぞれ３０％とウエイトが重くなっているとい

うような具合でございます。従いまして、基本額に、例え

ば管理運営体制ですと基本額の１０％、それを満額お渡し

するかどうかというところでの評価を反映させる。例えば、

下にございますように評価のほうがＡクラス、一番良い評

価であれば１０％が１００％満額行くという形。逆にこれ

がＣ以下ですと、その部分については出さないという形に

なります。こういった形で５事業全て金額を算定いたしま

して、積み上がったものが 終的な指定管理者への報奨金

額となります。 

ただし、こちらにつきましては毎年度指定管理料の１％

を 大限と考えてございます。毎年度の指定管理料が約５

億円でございますので、１％で約５００万円という形にな

ってございます。 

資料お戻りいただきまして今後の予定でございますけ

れども、基本協定に基づき、報奨制度導入に当たりまして、

指定管理者の意見を聴取することとなっておりますので、

今後意見の聴取を行ってまいります。また、今年度中に指

定管理者と報奨制度に関する協定について締結をしてい

きたいと考えてございます。また、この協定に基づいて翌

年度報奨金を支出していきたいと考えているところです。

今後ですが、１月開催予定の足立区議会文教委員会でも同

様の報告をさせていただきたいと考えております。 

私からは以上です。 

○教育長 次に⑩について渡邉子ども支援担当課長、お願い

します。 

  子ども支援担当課長。 

○子ども支援担当課長 それでは資料の５５ページをご覧

ください。件名、所管部課名は記載のとおりでございます。 

  児童虐待相談件数が昨今増加しており、これに伴いまし

て一時保護所の受け入れ状況が逼迫しております。また対

応する職員が増加することによりまして、執務室等の狭隘

化という問題が発生しております。こうしたことから東京

都では、足立児童相談所の建替えをするものでございます。 

  １番、建替え方法でございます。こちらにつきましては

隣接する区立あみだ橋公園に仮設の児童相談所を設置い

たしまして、現所在地で建替えを行うものでございます。
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また建替えの間、区立あみだ橋公園の代替広場を近隣の都

営住宅用地に整備するものでございます。所在地と平米数

については記載のとおりでございます。 

  ５６ページをご覧ください。あみだ橋公園と足立児童相

談所、代替広場が配置されておりますが、足立児童相談所

を建替えするために、あみだ橋公園に仮設事務所をつくり

ます。その間、あみだ橋公園が使えなくなりますので、下

の代替広場を公園の機能として活用するものでございま

す。 

  ５５ページにお戻りください。３番、一時保育所定員で

ございますけれども、現在定員は２４名でございますけれ

ども、こうした建替えをすることによりまして３２名程度

に増員をするようになります。仮設設置に関するスケジュ

ールにつきましては４番でございます。平成３０年２月ご

ろには仮設へ移転する予定でございます。 

  今後の方針でございます。仮設工事業者決定後、工事説

明会を実施する予定でございます。都営西新井第三アパー

トの建替えは、児童相談所の完成後に建設工事に着手する

予定でございます。 

  以上でございます。 

○教育長 ただいま各所管から１０件の報告事項がござい

ました。これらの件につきまして、各委員からご質疑、ご

意見がありましたらご発言お願いいたします。何か質疑あ

りますか。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 中学校の夜間学級について教えていただ

きたいところが２つあります。 

  こういう夜間学級の拡充というのは基本的には賛成で

すけれども、第四中学校の夜間学級全体として１００名の

範囲内で入学を認めるということで人数が出ていますけ

れども、これは受け入れ可能な、物理的な諸条件等々で１

００名と設定されていると思いますが、仮に入学者が１０

０名を超えるような状況が出てきた場合に、区としてどう

するのかということはどのようにお考えでしょうか。１０

０名しかキャパがないので断るというのはちょっと問題

だと思います。そこのところは今後どう考えるのかという

のを１点お聞かせください。 

  もう１つは、十分な義務教育を実質的に受けられないま

ま形式的に中学校を卒業したということですが、そうは言

っても法令的には一度中学校を卒業したというのは決ま

っているわけですよね。そういう方が再入学して教育課程

を修了したと校長が認める者に対しては卒業認定を行う

と書いてありますよね。ここでいう卒業認定というのは、

法令的にはどういう意味のある卒業認定なのでしょうか。 

○教育長 学務課長。 

○学務課長 まず１番の入学定員につきましては、今委員が

おっしゃったように、在校生も含めて１００名の中で認め

てまいります。そして、先ほど申し上げたように、３６ペ

ージの入学許可基準の優先順位に基づいて入学を認めて

いきたいと考えています。実態として、今、体験入学を行

った上で入学を認めておりますが、体験入学はするのです

けれども、なかなかそのまま続かないという実態がありま

す。現実的に考えると、やはり１００名の中で収まるので

はないかと考えています。ただ、もし超えることがあれば、

学校と協議しながら、なるべく多くの方を受け入れられる

形でやっていきたいと考えているところでございます。 

  ２番目の卒業認定につきましては、既に中学校を卒業し

ていますが、もう一度夜間学級の卒業についても、第四中

としての卒業証書を出していいという文科省からの通知

がありましたので、第四中の卒業資格をもう一度与えると

いう扱いでやっていきたいと考えています。 

  以上でございます。 

○教育長 小川正人委員。 

○小川（正）委員 例えば、履歴書などに書くときには２つ

書くということになるのですか。 

○教育長 学務課長。 

○学務課長 履歴書はどれを書くとは決まっていませんの

で、文部科学省からの質疑応答でも言われていることです

けれども、２つ書いてもいいですし、それは本人の意思に

よって書いてくださいということでございます。 

○教育長 小川正人委員。 

○小川委員 わかりました。 

○教育長 花岡委員。 

○花岡委員 今の件に付随してですが、現在の第四中学校夜

間学級の在籍数を学年別に教えていただけますか。また、

何名くらい受け入れ可能なのかも併せて教えてください。 

○教育長 学務課長。 

○学務課長 学年別の資料は今ないのですけれども、５月１
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日現在で７５名です。それと花岡委員はよくおわかりだと

思うのですけれども、夜間学級の場合は、校長が卒業を認

めれば１年生でも卒業できるというのがありますので、何

名今回卒業できるかというのはまだ確定しておりません。

ですから、その人数が確定した段階で受け入れ可能数も見

えてくるところでございます。 

○教育長 よろしいですか。ほかにご質問をどうぞ。 

  小川清美委員。 

○小川（清）委員 保育ママの給食提供モデル事業の実施で、

これから研修が始まるということなのですが、対象となる

研修を受ける人は、保育ママと調理人なのか、保育ママだ

けなのか教えてください。 

○教育長 子ども・子育て施設課長。 

○子ども・子育て施設課長 まずは保育をするのが保育ママ

で、調理人を雇ってということになります。ですので、基

本的には両方の方に、保育ママも当然理解していただくと

いうことでどちらも対象でございます。 

○教育長 小川清美委員。 

○小川（清）委員 片方だけではなくて、絶対にその両者で

なければいけないということをちゃんと言っておかない

といけないと思うのです。どちらか１人でいいよというの

ではやはりだめで、責任者である保育ママと、その保育マ

マが雇った調理人、両者が研修を受けるということをしっ

かりと伝えないといけないと思いました。 

○教育長 子ども・子育て施設課長。 

○子ども・子育て施設課長 その点徹底して行ってまいりま

す。 

○教育長 ほかいかがでしょうか。よろしいですか。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 ギャラクシティの指定管理者の報奨制度

の考え方の説明文で、考え方と方向性については全く異論

はないのですが、報奨金の算出方法がいろいろ書かれてい

て、非常に考えられた方式だと思うのですが、 大でも数

百万円ですよね。ギャラクシティ全体で５億くらいの事業

費の中でそういう報奨金が数百万というのは、事業者にと

って本当にインセンティブになっているのかどうかとい

うのはちょっと疑問です。金額の多寡ではなくて、あくま

で努力して成果が出たら、それに対して何らかの成果を評

価するという基本スタンス自体はやはり評価すべきなの

でしょうけれども、ただ金額がそれほど多くはないという

ことで、将来的にこういう報奨金の方式がもう少し事業主

体により多くの金額が還元されるような、報奨金制度の見

直しみたいなことも考えられているのでしょうか。 

○教育長 青少年課長。 

○青少年課長 今委員おっしゃられましたように、５００万

円という金額が多いか少ないかというのは見方にもよる

かと思います。事前に事業者と話をしている中では、一定

の委託料とはまた別に事業者の取り組みについて区が評

価をしてインセンティブを与えてもらえるということ自

体が、事業者としてはモチベーションになるというような

ことは聞いているところでございます。１％が妥当かどう

かということにつきましては、今後検討する必要はあるか

と考えております。 

  またこの制度自体につきましても、ギャラクシティでは

利用料金制を取り入れておりませんので、お客様が１人来

て入場料いくらというような施設ではございませんので、

利用料金制がなじむかどうかというところもございます

けれども、そういった方式がとれるかどうかということも

含めて、今後検討していきたいと考えております。 

○教育長 よろしいですか。ほかいかがでしょうか。 

  花岡委員。 

○花岡委員 体力・運動能力調査結果を見てですが。４４、

４５ページに関わるのですが。平均より下回っている項目

で、柔軟性とボール投げ等について、体力向上推進委員会

で検討してほしいと思っています。この調査をやる前にき

ちんとストレッチ等の柔軟体操を行ってから受けると、数

値が変わってくるだろうなということが１つ。それから皆

さん方もご存じだと思うのですが、ボールの投げ方がわか

らない子どもたちが多くなった。昔は野球をよくやってい

ましたので、投げ方もきちんとできた。それが今はボール

の投げ方もできない、形ができていないということがあり

ます。それが関係してくると思いますので、投げ方の指導

をしていけばもっと数値が上がってくるのではないかと

考えます。対策を体力向上推進委員会で検討いただくとあ

りがたいなと感じています。 

  あと立ち幅跳びについてもそうなのですが、僕も実際に

教えていたときに感じた点なのですが、着地の時に膝を曲

げて着地するのと、膝をある程度伸ばして着地するのとで
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は、１０センチから２０センチくらい違ってくるのです。

その辺のところを細かくというか、小学校のときに少しず

つ教えていけば、学年が上がっていくにつれて数値が高ま

ってくるかなという感じがします。指導していると思いま

すが、現場を見ていませんので、何とも言えませんが、指

導状況等の聞き取り等もお願いできればと思います。要望

です。 

○教育長 ほかにいかがですか。 

  小川正人委員。 

○小川（正）委員 先ほど教育指導室から足立区のいじめ問

題対策委員会での議論と委員会に提出した資料を見せて

いただいきましたが、気になるのが、認知校の数のところ

で、いじめ認知がないとしている、この数字からいうと小

学校でも１６校、中学校の場合も３校、認知していない学

校があるというように読めるのですが、全国調査でも、文

部科学省がやった調査でも、認知数について都道府県によ

ってすごく差があって、何十倍というような差があってお

かしいということで、もう一度いじめ認知の再調査をさせ

たわけです。つまり認知の件数をきちんとカウントするか

しないかというのはかなり学校側、教員側のアンテナの感

度にも違いがあるので、足立区の場合、こういういじめ認

知がないといわれている学校というのは本当はどうなの

か、その辺のところの学校や教員側のアンテナの受信のほ

うに問題がないのかなとちょっと不安になって数字を読

んでいましたので、そのあたりは実際どうなのでしょうか。 

もう１つは、私は基本的にいじめの認知数が多いという

ことは必ずしも悪いことではなくて、それだけ学校教員の

ほうが敏感になっているとも言えると思うのです。足立区

内においてそういういじめ認知の数というのは学校間で

かなりの差があるのでしょうか、ないのでしょうかという

ことも１つ。 

もう１つは、解消率は去年と比べて、また６月と１１月

との比較でもかなり解消率が上がっているのですけれど

も、この解消率においても学校単位でかなりの差があるの

かどうか。その差がある場合は、必ずしも解消率が高いこ

とがいいということでもないので、問題は取り組みが丁寧

にされているかどうかというようなことも当然評価され

るべきだと思うので、私も単純に解消率が高い、低い、な

いしはその格差で学校が熱心か、熱心でないかと評価する

つもりはありません。ただ解消率の高い、低いというとこ

ろで、何か学校間でそういう取り組みについての差みたい

なものがあるのかないのかということも少しつけ加えて

説明していただければありがたいです。 

○教育長 教育指導室長、３点お願いします。 

○教育指導室長 先ほどもご説明させていただきましたよ

うに、１１月までにいじめの個票がないというのは、委員

がおっしゃるようにアンテナが低い可能性もあるのかな

と思っています。ですので、学校担当の指導主事を学校に

派遣して、実際にどういう状況なのかということの調査を

かけて、本当になければいいのですけれども、見落とした

りということがないように、指導主事を学校に派遣させて

いただきたいと思っています。 

  あと、いじめの発生の数ですけれども、やはり学校格差

があるところですが、委員もおわかりのように特にいじめ

の取り組みをよくしている学校の方がいじめの認識率が

高いです。今区内で中心的にやっている辰沼小学校はやは

り発生件数、認知件数も非常に高くなっています。校長先

生もそのことについては悩まれているところですけれど

も、逆に見つけやすい状況になっているので、解決の近道

ではないかということをお話しさせていただいています。

そういう形で差があるところですけれども、解決に向けて

というところを重要視したいなと思っています。 

  解消率につきましても、これはいろいろなところでお話

をいただくのですけれども、１００％を目指すものだけれ

ども、安易に１００％を目指すべきではないということは

校長会等でもお話をさせていただいています。ですので、

ある学校においては、解決をしたけれども少しそこから期

間を置いて子どもたちの変化を定期的に追って、その結果

解決をされたと判断するような学校もありますし、細かく

見取ってきちっと対応したので、すぐに解決をというよう

な学校もあります。そこは学校の判断ですけれども、私ど

もがお話しているのは、終わった後も定期的に継続して子

どもの様子を観察してほしいと。終わったからもう気にし

なくていいということではないということは校長先生方

にお話をしていますので、今後も継続してそういうことを

徹底してまいりたいと思います。 

○教育長 よろしいですか。ありがとうございました。 

  花岡委員。 



12 
 

○花岡委員 同じくいじめの状況調査結果についてですが、

７ページ、２の認知した「いじめの対応、内訳ごとの件数」

について、以前にも若干触れましたが、その中の４「ひど

くぶたれたり、たたかれたり、けられたりする」それから

５、または６。この人数が大体同じような数で増えたりし

ているところもあるのですが、聞きたいのはこの６月と１

１月の調査で、加害者・被害者が、同じ児童・生徒であり

得るのではないか。その継続性が難しいところで、故にい

じめに対する指導が大事なのかなと感じているのですが、

その辺の認識はどうなのかお聞きしたいです。 

○教育長 教育指導室長。 

○教育指導室長 数の中では似ている数がなっているとい

うところです。今年度、いじめ個票の形を変えさせていた

だいて、継続して１人の子どもを追えるようにしています

ので、その内容をもう一度精査しながら、継続しているも

のであれば早期解決に向けてと考えています。また、「ひ

どくぶたれる」というところですけれども、これはかなり

発達段階の影響が大きくて、特に低学年のお子さんはここ

にチェックする率が高いです。主観も入ってきますので、

そういうような状況はあります。繰り返しですけれども、

調査をした場合は、教員や管理職が聞き取りを行うという

ことになっていますので、丁寧に見取って早期解決に向け

て対応してまいりたいと思います。 

○教育長 ありがとうございます。ほかよろしいでしょうか。 

  小川清美委員。 

○小川（清）委員 学校事故報告の中で、自然教室に行って、

小学生が不安になったからといって精神安定剤２０錠を

一遍に飲めるという環境になぜなっていたのかというこ

とは、当然調べられたと思うのですが、わかるところがあ

りましたら教えてください。 

○教育長 学務課長。 

○学務課長 これは親に内緒で薬を持ってきてしまったと

いう状況でございます。それで先生が目を離したすきに飲

んでしまったということです。校長には厳重に、そういう

ことが今後ないようにということで指導してまいります。 

○教育長 杉田委員。 

○杉田委員 今の件で、親に内緒ということは、この生徒は

日常的にこの薬を常用していたということでしょうか。 

○教育長 学務課長。 

○学務課長 てんかんを持っている子どもでございました。

ですから、日常から薬を使用しているのは親も知っている

ところでございますが、大量に持って行ってしまったとい

うことについては、親もよくわからなかった部分があった

みたいです。 

  以上でございます。 

○教育長 よろしいですか。ありがとうございました。ほか

にいかがでしょうか。 

（なし） 

  ないようでしたら以上で報告事項を終了いたします。 

  それでは、本年第１回足立区教育委員会定例会を閉会さ

せていただきます。 

  お疲れさまでした。ありがとうございました。 

午後４時０４分閉会 
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 平成２８年１月７日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師

の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公

務災害補償に関する条例（平成１４年足立区条例第２０号）の一部を次

のように改正する。 

 付則第７条１項中「表の左欄に掲げる年金たる補償の種類に応じ同表

の中欄に掲げる法律による」を「表の中欄に掲げる」に、「規定による

年金たる補償の年額」を「規定（第２１条を除く。）による当該年金た

る補償の額」に改め、「同表の左欄に掲げる」を削り、「補償の種類に

応じ同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに」を「給付

に応ずる」に、「２が支給される場合にあっては、当該年金たる給付ご

とに」を「数が２である場合にあっては、それぞれの当該年金たる給付

に応ずる」に、「条例による」を「条例の規定による」に、「年額から」

を「額から」に、「同表の中欄に掲げる当該法律による」を「当該」に、

「２が支給される場合にあっては、その」を「数が２である場合にあって

は、それらの」に、「控除した残額」を「控除して得た額」に、「当該

残額」を「当該控除して得た額」に改め、同項の表傷病補償年金の項中

「の規定による障害厚生年金」を「による障害厚生年金又は被用者年金制

度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平

成２４年法律第６３号。以下この表において「平成２４年一元化法」と
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いう。）附則第４１条第１項の規定による障害共済年金若しくは平成２

４年一元化法附則第６５条第１項の規定による障害共済年金（以下この

条において「障害厚生年金等」という。）」に、「）の規定による障害

基礎年金」を「）による障害基礎年金」に、「並びに国家公務員共済組

合法（昭和３３年法律第１２８号）、地方公務員等共済組合法（昭和３

７年法律第１５２号）、私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４

５号）及び」を「及び平成２４年一元化法附則第３７条第１項に規定す

る給付のうち障害共済年金、平成２４年一元化法附則第６１条第１項に

規定する給付のうち障害共済年金、平成２４年一元化法附則第７９条に

規定する給付のうち障害共済年金又は」に、「この条において「共済各

法」を「この表において「旧農林共済法」に、「の規定による障害共済

年金」を「による障害共済年金」に、「の規定による障害年金」を「に

よる障害年金」に改め、同表障害補償年金の項中「厚生年金保険法の規

定による障害厚生年金」を「障害厚生年金等」に、「の規定による障害

基礎年金」を「による障害基礎年金」に、「の規定による障害年金」を

「による障害年金」に改め、同表遺族補償年金の項中「の規定による遺族

厚生年金」を「による遺族厚生年金又は平成２４年一元化法附則第４１

条第１項の規定による遺族共済年金若しくは同法附則第６５条第１項の

規定による遺族共済年金（次項において「遺族厚生年金等という。）」

に、「の規定による遺族基礎年金（」を「による遺族基礎年金（」に、

「共済各法の規定による」を「平成２４年一元化法附則第３７条第１項に

規定する給付のうち遺族共済年金、平成２４年一元化法附則第６１条第

１項に規定する給付のうち遺族共済年金、平成２４年一元化法附則第７

９条に規定する給付のうち遺族共済年金又は旧農林共済法による」に、

「以下この条」を「次項」に、「の規定による遺族年金」を「による遺族

年金」に、「旧国民年金法の規定」を「旧国民年金法」に改め、同条第

２項中「厚生年金保険法の規定による障害厚生年金及び国民年金法の規

定」を「障害厚生年金等及び国民年金法」に、「厚生年金保険法の規定
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による遺族厚生年金及び国民年金法の規定」を「遺族厚生年金等及び国

民年金法」に改め、同条第３項中「掲げる法律による」を「掲げる」に

改め、「当分の間」の次に「、この条例の規定にかかわらず」を加え、

「額に」を「金額に」に、「法律による年金たる給付の種類に応じ」を「年

金たる給付に応ずる」に、「２が支給される場合にあっては、それぞれ

の当該年金たる給付に応じ」を「数が２である場合にあっては、それぞ

れの当該年金たる給付に応ずる」に、「得た額」を「得た金額」に、「額

から」を「金額から」に、「２が支給される場合にあっては、それらの」

を「数が２である場合にあっては、それらの」に、「控除した残額」を

「控除して得た金額」に、「当該残額」を「当該控除して得た金額」に改

め、同項の表中「厚生年金保険法の規定による障害厚生年金」を「障害

厚生年金等」に、「の規定による障害基礎年金」を「による障害基礎年

金」に、「の規定による障害年金」を「による障害年金」に改め、同条

第４項中「厚生年金保険法の規定による障害厚生年金及び国民年金法の

規定」を「障害厚生年金等及び国民年金法」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の足立区立小学校、中学校等の学校医、学校

歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例付則第７条の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に支給すべ

き事由の生じた足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び

学校薬剤師の公務災害補償に関する条例第５条に規定する年金たる補

償（以下「年金たる補償」という。）及び同条例第７条に規定する休

業補償（以下「休業補償」という。）並びに施行日前に支給すべき事

由の生じた施行日以後の期間に係る年金たる補償について適用し、施

行日前に支給すべき事由の生じた施行日前の期間に係る年金たる補償
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及び施行日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、なお従

前の例による。 

 

 （提案理由） 

 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準

を定める政令の改正等に伴い、傷病補償年金等について他の法律による

給付との調整に関し、規定を整備する必要があるので、この条例案を提

出いたします。 
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第 １ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年１月７日 

件   名 足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災

害補償に関する条例の一部を改正する条例の送付について 

所管部課名 学校教育部 学務課 

内 容 

 

１ 改正理由 

  公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を

定める政令の改正等に伴い、傷病補償年金等について他の法律による給付

との調整に関し、規定を整備する必要があるため。 

 

２ 改正の内容 

別紙１・新旧対照表のとおり。 

 

３ 施行年月日 

  公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 
 

 

 



 

足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 
 

 改  正  前 改  正  後 

   付則    付則 

（他の法律による給付との調整） （他の法律による給付との調整） 

第７条 年金たる補償の額は、当該補償の事由となった障がい又は死亡につ

いて次の表の左欄に掲げる年金たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる

法律による年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規

定にかかわらず、この条例の規定         による  年金たる

補償の年額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる補償の種類に応じ同表の

中欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに 同表の右欄に掲げる率

（当該年金たる給付の２が支給される場合にあっては、     当該年

金たる給付ごとに 同表の右欄に掲げる率を合計して得た率から１を控除

して得た率）を乗じて得た額（その額がこの条例   による当該年金た

る補償の年額から当該補償の事由となった障がい又は死亡について支給さ

れる同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付の額（当該年金たる

給付の２が支給される場合にあっては、その  合計額）を控除した残 額

を下回る場合には、当該残     額）とし、その額に50円未満の端数

があるときは、これを切り捨て、50円以上100円未満の端数があるときは、

これを100円に切り上げるものとする。 

第７条 年金たる補償の額は、当該補償の事由となった障がい又は死亡につ

いて次の                     表の中欄に掲げる 

     年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規

定にかかわらず、この条例の規定（第21条を除く。）による当該年金たる

補償の 額に、         当該年金たる            

                 給付に応ずる同表の右欄に掲げる率

（当該年金たる給付の数が２である 場合にあっては、それぞれの当該年

金たる給付に応ずる同表の右欄に掲げる率を合計して得た率から１を控除

して得た率）を乗じて得た額（その額がこの条例の規定による当該年金た

る補償の 額から当該補償の事由となった障がい又は死亡について支給さ

れる        当該     年金たる給付の額（当該年金たる給

付の数が２である 場合にあっては、それらの合計額）を控除して得た額

を下回る場合には、当該控除して得た額）とし、その額に50円未満の端数

があるときは、これを切り捨て、50円以上100円未満の端数があるときは、

これを100円に切り上げるものとする。 

 傷病補償年

金 

厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の規定

による障害厚生年金 

（略）   傷病補償年

金 

厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）   

による障害厚生年金又は被用者年金制度の一元

化等を図るための厚生年金保健法等の一部を改

正する法律（平成24年法律第63号。以下この表

において「平成24年一元化法」という。）附則

第41条第１項の規定による障害共済年金若しく

は平成24年一元化法附則第65条第１項の規定に

よる障害共済年金（以下この条において「障害

厚生年金等」という。） 

（現行の

とおり） 

 

別紙１ 



 

 改  正  前 改  正  後 

 国民年金法（昭和34年法律第141号）の規定によ

る障害基礎年金（同法第30条の４の規定による

障害基礎年金並びに国家公務員共済組合法（昭

和33年法律第128号）、地方公務員等共済組合法

（昭和37年法律第152号）、私立学校教職員共済

法（昭和28年法律第245号）及び      

                     

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組

合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共

済組合法等を廃止する等の法律（平成13年法律

第101号）附則第２条第１項第２号に規定する旧

農林共済法（以下この条において「共済各法」

という。）の規定による障害共済年金の事由と

同一の事由により支給される障害基礎年金を除

く。以下この条において同じ。） 

（略）   国民年金法（昭和34年法律第141号）   によ

る障害基礎年金（同法第30条の４の規定による

障害基礎年金及び平成24年一元化法附則第37条

第１項に規定する給付のうち障害共済年金、平

成24年一元化法附則第61条第１項に規定する給

付のうち障害共済年金、平成24年一元化法附則

第79条に規定する給付のうち障害共済年金又は

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組

合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共

済組合法等を廃止する等の法律（平成13年法律

第101号）附則第２条第１項第２号に規定する旧

農林共済法（以下この表において「旧農林共済

法」という。） による障害共済年金の事由と

同一の事由により支給される障害基礎年金を除

く。以下この条において同じ。） 

（現行の

とおり） 

 

 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年

法律第34号。以下この条において「昭和60年法

律第34号」という。）第５条の規定による改正

前の船員保険法（昭和14年法律第73号。以下こ

の条において「旧船員保険法」という。）の規

定による障害年金 

（略）   国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年

法律第34号。以下この条において「昭和60年法

律第34号」という。）第５条の規定による改正

前の船員保険法（昭和14年法律第73号。以下こ

の条において「旧船員保険法」という。）   

 による障害年金 

（現行の

とおり） 

 

 昭和60年法律第34号第３条の規定による改正前

の厚生年金保険法（以下この条において「旧厚

生年金保険法」という。）の規定による障害年

金 

（略）   昭和60年法律第34号第３条の規定による改正前

の厚生年金保険法（以下この条において「旧厚

生年金保険法」という。）   による障害年

金 

（現行の

とおり） 
 

 昭和60年法律第34号第１条の規定による改正前

の国民年金法（以下この条において「旧国民年

金法」という。）の規定による障害年金 

（略）   昭和60年法律第34号第１条の規定による改正前

の国民年金法（以下この条において「旧国民年

金法」という。）   による障害年金 

（現行の

とおり） 
 



 

 改  正  前 改  正  後 

 障害補償年

金 

厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 （略）   障害補償年

金 

障害厚生年金等             （現行の

とおり） 
 

 国民年金法の規定による障害基礎年金 （略）   国民年金法   による障害基礎年金 （現行の

とおり） 
 

 旧船員保険法の規定による障害年金 （略）   旧船員保険法   による障害年金 （現行の

とおり） 
 

 旧厚生年金保険法の規定による障害年金 （略）   旧厚生年金保険法   による障害年金 （現行の

とおり） 
 

 旧国民年金法の規定による障害年金 （略）   旧国民年金法   による障害年金 （現行の

とおり） 
 

 遺族補償年

金 

厚生年金保険法の規定による遺族厚生年金 （略）   遺族補償年

金 

厚生年金保険法   による遺族厚生年金又は

平成24年一元化法附則第41条第１項の規定によ

る遺族共済年金若しくは同法附則第65条第１項

の規定による遺族共済年金（次項において「遺

族厚生年金等」という。） 

（現行の

とおり） 
 

 国民年金法の規定による遺族基礎年金（昭和60

年法律第34号附則第28条第１項の規定による遺

族基礎年金及び共済各法の規定による    

                     

                     

                     

                     

        遺族共済年金の事由と同一の

事由により支給される遺族基礎年金を除く。以

下この条において同じ。）又は国民年金法の規

定による寡婦年金 

（略）   国民年金法   による遺族基礎年金（昭和60

年法律第34号附則第28条第１項の規定による遺

族基礎年金及び平成24年一元化法附則第37条第

１項に規定する給付のうち遺族共済年金、平成

24年一元化法附則第61条第１項に規定する給付

のうち遺族共済年金、平成24年一元化法附則第

79条に規定する給付のうち遺族共済年金又は旧

農林共済法による遺族共済年金の事由と同一の

事由により支給される遺族基礎年金を除く。次

項   において同じ。）又は国民年金法の規

定による寡婦年金 

（現行の

とおり） 
 

 旧船員保険法の規定による遺族年金 （略）   旧船員保険法   による遺族年金 （現行の

とおり） 
 

 旧厚生年金保険法の規定による遺族年金 （略）   旧厚生年金保険法   による遺族年金 （現行の

とおり） 
 



 

 改  正  前 改  正  後 

 旧国民年金法の規定による母子年金、準母子年

金、遺児年金又は寡婦年金 

（略）   旧国民年金法   による母子年金、準母子年

金、遺児年金又は寡婦年金 

（現行の

とおり） 
 

２ 前項の場合において、年金たる補償の事由と同一の事由について厚生年

金保険法の規定による障害厚生年金及び国民年金法の規定による障害基礎

年金又は厚生年金保険法の規定による遺族厚生年金及び国民年金法の規定

による遺族基礎年金が支給される場合の当該年金たる補償の額に乗ずる率

は、同項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる年金たる補償の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる率とする。 

２ 前項の場合において、年金たる補償の事由と同一の事由について障害厚

生年金等            及び国民年金法   による障害基礎

年金又は遺族厚生年金等            及び国民年金法    

による遺族基礎年金が支給される場合の当該年金たる補償の額に乗ずる率

は、同項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる年金たる補償の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる率とする。 

（略） （現行のとおり） 

３ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の左欄に掲げる法律による

年金たる給付が支給される場合には、当分の間、           

   この条例の規定による休業補償の 額に、同表の左欄に掲げる当該

法律による年金たる給付の種類に応じ 同表の右欄に掲げる率（当該年金

たる給付の２が支給される場合にあっては、それぞれの当該年金たる給付

に応じ 同表の右欄に掲げる率を合計して得た率から１を控除して得た

率）を乗じて得た 額（その額がこの条例の規定による休業補償の 額か

ら同一の事由について支給される当該年金たる給付の額（当該年金たる給

付の２が支給される場合にあっては、それらの合計額）を365で除して得た

額を控除した残額  を下回る場合には、当該残      額）とする。

３ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の左欄に掲げる      

年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定にかかわ

らず、この条例の規定による休業補償の金額に、同表の左欄に掲げる当該 

     年金たる給付   に応ずる同表の右欄に掲げる率（当該年金

たる給付の数が２である 場合にあっては、それぞれの当該年金たる給付

に応ずる同表の右欄に掲げる率を合計して得た率から１を控除して得た

率）を乗じて得た金額（その額がこの条例の規定による休業補償の金額か

ら同一の事由について支給される当該年金たる給付の額（当該年金たる給

付の数が２である 場合にあっては、それらの合計額）を365で除して得た

額を控除して得た金額を下回る場合には、当該控除して得た金額）とする。

 厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 （略）   障害厚生年金等             （現行の 

とおり） 
 

 国民年金法の規定による障害基礎年金 （略）   国民年金法   による障害基礎年金 （現行の 

とおり） 
 

 旧船員保険法の規定による障害年金 （略）   旧船員保険法   による障害年金 （現行の 

とおり） 
 

 旧厚生年金保険法の規定による障害年金 （略）   旧厚生年金保険法   による障害年金 （現行の 

とおり） 
 

 旧国民年金法の規定による障害年金 （略）   旧国民年金法   による障害年金 （現行の 

とおり） 
 



 

 改  正  前 改  正  後 

４ 前項の場合において、休業補償の事由と同一の事由について厚生年金保

険法の規定による障害厚生年金及び国民年金法の規定による障害基礎年金

が支給される場合の当該休業補償の金額に乗ずる率は、同項の規定にかか

わらず、0.73とする。 

４ 前項の場合において、休業補償の事由と同一の事由について障害厚生年

金等            及び国民年金法   による障害基礎年金

が支給される場合の当該休業補償の金額に乗ずる率は、同項の規定にかか

わらず、0.73とする。 

 付 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科

医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例付則第7条の規定は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に支給すべき事由の生じた

足立区立小学校、中学校等の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災

害補償に関する条例第５条に規定する年金たる補償（以下「年金たる補償」

という。）及び同条例第７条に規定する休業補償（以下「休業補償」とい

う。）並びに施行日前に支給すべき事由の生じた施行日以後の期間に係る

年金たる補償について適用し、施行日前に支給すべき事由の生じた施行日

前の期間に係る年金たる補償及び施行日前に支給すべき事由の生じた休業

補償については、なお従前の例による。 
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第２号議案 

   足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等

の一部を改正する条例の送付について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年１月７日 

      提出者 足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等

の一部を改正する条例 

 （足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一

部改正） 

第１条 足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

（平成１２年足立区条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

 （足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一

部改正） 

第２条 足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

（平成１２年足立区条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

   付 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 地方公務員法の改正に伴い、規定を整備する必要があるので、この条

例案を提出いたします。 
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第 ２ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年１月７日 

件   名 
足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例等の一部を改

正する条例の送付について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内 容 

 

１ 概要 

地方公務員法が改正されたことに伴う条例の改正 

２ 改正内容（詳細は、別紙２・新旧対照表のとおり） 

地方公務員法第２４条第２項が廃止されることに伴い、次の条例の

文言整理を行う。 

（１）足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

（２）足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

施行年月日  平成２８年４月１日 

 

 

  



 

足立区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

改 正 前 第１条による改正案 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条第

６項の規定に基づき、幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関し

必要な事項を定めるものとする。 
 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条第

５項の規定に基づき、幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関し

必要な事項を定めるものとする。 
 

付 則 

この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 
 
 

足立区幼稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

改 正 前 第２条による改正後 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条

第６項並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法（昭和 46 年法律第 77 号）第３条及び第６条の規定に基づき、幼稚園

教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めることを目的とす

る。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条第

５項並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法（昭和 46 年法律第 77 号）第３条及び第６条の規定に基づき、幼稚

園教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めることを目的と

する。 
 

付 則 

この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

別紙２ 
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第３号議案 

   足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の送付について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年１月７日 

      提出者 足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成１２年足立区条例第

６０号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

 第６条第３項中「基準」を「基準となるべき職務の内容」に、「人事

委員会の承認を得て足立区教育委員会規則（以下「教育委員会規則」と

いう。）で定める」を「別表第２に掲げる等級別基準職務表に定めると

おりとする」に改め、同条第４項中「すべての職員の職を」の次に「前

項に規定する等級別基準職務表及び」を加える。 

 第７条の見出し中「初任給、昇格及び昇給」を「初任給及び昇格昇給

等」に改め、同条第１項中「教育委員会規則」を「足立区教育委員会規

則（以下「教育委員会規則」という。）」に改め、同条第７項中「第４

項まで」の次に「及び第６項」を加え、同項を同条第８項とし、同条第

６項を同条第７項とし、同条第５項の次に次の１項を加える。 

６ 職員を降給させる場合におけるその者の号給は、足立区職員の分限

に関する条例（昭和４９年足立区条例第３７号）第７条の規定に基づ

き、当該職員が降給した日の前日に受けていた号給より３号給下位の

号給（当該受けていた号給が職員の属する職務の級の 低の号給の上

位３号給以内の号給である場合にあっては、当該 低の号給）とする。 

 第７条の３中「第７条第６項」を「第７条第７項」に改める。 

 第１５条第２項第２号中「別表第２」を「別表第３」に改める。 
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 第２４条第１項第４号中「足立区職員の分限に関する条例（昭和４９

年足立区条例第３７号）第２条」を「足立区職員の分限に関する条例第

２条第１項」に改める。 

 第２９条第２項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０条）第

１４条又は第４５条」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８条）

第１８条第１項本文」に改める。 

 別表第２を別表第３とし、別表第１の次に次の１表を加える。 

別表第２（第６条関係） 

 幼稚園教育職員給料表等級別基準職務表 

職務の級 基 準 と な る 職 務 

１ 級 教諭の職務 

２ 級 主任教諭の職務 

３ 級 副園長の職務 

４ 級 園長の職務 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、付則第３

項の規定は、公布の日から施行する。 

 （降給の場合における給料の切替えに伴う経過措置の取扱い） 

２  足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

（平成２３年足立区条例第１９号）付則第４項及び第５項の規定によ

り人事委員会が定める給料月額を受けている職員のうち、人事委員会

が定めるもののこの条例の規定による改正後の足立区幼稚園教育職員

の給与に関する条例第７条第６項の規定を適用した場合の給料月額に

ついては、人事委員会が定める。 

 （委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人

事委員会が定める。 
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 （提案理由） 

 地方公務員法等の改正に伴うもののほか、規定を整備する必要がある

ので、この条例案を提出いたします。 
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第 ３ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年１月７日 

件   名 足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の送付に

ついて 

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内 容 

 

１ 概要 

（１）「地方公務員法」及び「行政不服審査法」が改正されたこと

に伴う条例の改正 

（２）分限処分における降給が整備されることに伴う条例の改正 

２ 改正内容（詳細は、別紙３・新旧対照表のとおり） 

（１）地方公務員法の改正に伴い、等級別基準職務表を別表第２と

して定める。また､同法第２４条第２項が廃止されることに伴う

文言整理を行う。 

（２）行政不服審査法の改正により、異議申立てに関する規定が廃

止されること及び審査請求期間について定める規定が、同法第

１４条から１８条に変わることに伴う文言整理を行う。 

（３）分限処分により降給させる場合の号給は、降給した前日に受

けていた号給より３号給下位の号給とすることを定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

施行年月日  平成２８年４月１日 

 

  



幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

改  正  前 改  正  後 

（目的） 
第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条第

６項の規定に基づき、幼稚園教育職員の給与に関する事項を定めること

を目的とする。 
 
（給料表及び職務の級） 
第６条 (略) 
２ (略) 
 
３ 前項の職務の分類の基準は、人事委員会の承認を得て足立区教育委員

会規則（以下「教育委員会規則」という。）で定める。 
 
４ 教育委員会は、すべての職員の職を人事委員会の定める基準に従い、

給料表に掲げる職務の級のいずれかに格付けし、給料表により給料を支

給しなければならない。 
 

（初任給、昇格及び昇給の基準） 
第７条 新たに職員となった場合及び職員が１つの職務の級から他の職務

の級に移った場合の給料の基準は、人事委員会の承認を得て教育委員会

規則で定める。 
 
２～５ (略) 
 
 
 
 
 
 
 
６ （略） 

（目的） 
第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条第

５項の規定に基づき、幼稚園教育職員の給与に関する事項を定めること

を目的とする。 
 
（給料表及び職務の級） 

第６条 (略) 
２ (略) 
 
３ 前項の職務の分類の基準となるべき職務の内容は、別表第２に掲げる

等級別基準職務表に定めるとおりとする。 
 
４ 教育委員会は、すべての職員の職を前項に規定する等級別基準職務表

及び人事委員会の定める基準に従い、給料表に掲げる職務の級のいずれ

かに格付けし、給料表により給料を支給しなければならない。 
 

（初任給及び昇格昇給等の基準） 
第７条 新たに職員となった場合及び職員が１つの職務の級から他の職務

の級に移った場合の給料の基準は、人事委員会の承認を得て足立区教育

委員会規則（以下「教育委員会規則」という。）で定める。 
 
２～５ (略) 
 
６ 職員を降給させる場合におけるその者の号給は、足立区職員の分限に

関する条例（昭和 49 年足立区条例第 37 号）第７条の規定に基づき、当

該職員が降給した日の前日に受けていた号給より３号給下位の号給（当

該受けていた号給が職員の属する職務の級の 低の号給の上位３号給以

内の号給である場合にあっては、当該 低の号給）とする。 
 
７ （略） 

別紙３ 



改  正  前 改  正  後 

 
７ 第２項から第４項までの規定の実施について必要な基準は、人事委員

会の承認を得て教育委員会規則で定める。 
 

（再任用短時間勤務職員の給料月額） 
第７条の３ 地方公務員法第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第２項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」と

いう。）の給料月額は、第７条第６項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる給料月額に勤務時間条例第３条第３項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする。 
 

（通勤手当） 

第 15 条 (略) 
２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に

掲げる額とする。 
（１） (略) 
（２） 前項第２号に掲げる職員  別表第２に掲げる職員の区分及び自

転車等の片道の使用距離の区分に応じて同表に掲げる額に支給月数を

乗じて得た額 
（３） (略) 
 

３～６ (略) 
 

（休職者等の給与） 

第 24 条 休職等となった職員（次項に規定する職員を除く。）に対しては、

休職等の期間中次の区分により給与を支給することができる。 
（１） (略) 
（２） (略) 
（３） (略) 
（４） 足立区職員の分限に関する条例（昭和 49 年足立区条例第 37 号）

第２条に掲げる事由に該当して休職にされたときは、特別区人事委員

 
８ 第２項から第４項まで及び第６項の規定の実施について必要な基準

は、人事委員会の承認を得て教育委員会規則で定める。 
 

（再任用短時間勤務職員の給料月額） 
第７条の３ 地方公務員法第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第２項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」と

いう。）の給料月額は、第７条第７項の規定にかかわらず、同項の規定に

よる給料月額に勤務時間条例第３条第３項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする。 
 

（通勤手当） 

第 15 条 (略) 
２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に

掲げる額とする。 
（１） (略) 
（２） 前項第２号に掲げる職員  別表第３に掲げる職員の区分及び自

転車等の片道の使用距離の区分に応じて同表に掲げる額に支給月数を

乗じて得た額 
（３） (略) 
 

３～６ (略) 
 

（休職者等の給与） 

第 24 条 休職等となった職員（次項に規定する職員を除く。）に対しては、

休職等の期間中次の区分により給与を支給することができる。 
（１） (略) 
（２） (略) 
（３） (略) 
（４） 足立区職員の分限に関する条例第２条第１項に掲げる事由に該

当して休職にされたときは、特別区人事委員会規則で定める額 



改  正  前 改  正  後 

会規則で定める額 
 
２・３ (略) 
 

第 29 条 （略） 

 
２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一時

差止処分」という。）を受けた者は、行政不服審査法（昭和 37 年法律第 160
号）第 14 条又は第 45 条に規定する期間が経過した後においては、当該一

時差止処分後の事情の変化を理由に、教育委員会に対し、その取消しを申

し立てることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別表第２ (略) 
 
 
 

 
 
２・３ (略) 
 

第 29 条 （略） 

 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一時

差止処分」という。）を受けた者は、行政不服審査法（平成 26 年法律第

68 号）第 18 条第１項本文に規定する期間が経過した後においては、当

該一時差止処分後の事情の変化を理由に、教育委員会に対し、その取消

しを申し立てることができる。 
 
別表第２（第６条関係）  

 幼稚園教育職員給料表等級別基準職務表 

職務の級 基  準  と  な  る  職  務  

１  級  教諭の職務 

２  級  主任教諭の職務 

３  級  副園長の職務 

４  級  園長の職務 

別表第３ (略) 
    

付 則 

（施行期日等） 
１ この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。ただし、付則第３項の

規定は、公布の日から施行する。 
 

（降給の場合における給料の切替えに伴う経過措置の取扱い） 

２ 足立区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平



改  正  前 改  正  後 

成 23 年足立区条例第 19 号）付則第４項及び第５項の規定により人事委

員会が定める給料月額を受けている職員のうち、人事委員会が定めるも

ののこの条例の規定による改正後の足立区幼稚園教育職員の給与に関す

る条例第７条第６項の規定を適用した場合の給料月額については、人事

委員会が定める。 

 

（委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事

委員会が定める。 
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第４号議案 

   足立区立学校設置条例の一部を改正する条例の送付について 

上記の議案を提出する。 

  平成２８年１月７日 

提出者 足立区教育委員会教育長 定 野  司 

 

   足立区立学校設置条例の一部を改正する条例 

 足立区立学校設置条例（昭和３９年足立区条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表の１小学校の部同関原小学校の項中「本木一丁目１４番１５号」

を「関原三丁目３８番３号」に改める。 

   付  則 

 この条例は、平成２８年８月２５日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 区立小学校を新校舎に移転する必要があるので、この条例案を提出い

たします。 

 



 

 

 

23 

第 ４ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年１月７日 

件   名 足立区立学校設置条例の一部を改正する条例の送付について 

所管部課名 学校教育部 学校施設課 

内 容 

 

１ 改正理由 

区立小学校の改築に伴い、新校舎に移転するため。 

 

 ２ 改正内容 

   関原小学校 

   「本木一丁目１４番１５号」を「関原三丁目３８番３号」 

   に改める。 

 

 ３ 新旧対照表 

足立区立学校設置条例 新旧対照表（案） 

改  正  前 改  正  後 

別表（第２条関係） 

 １ 小学校 

名称               位置 

同 関原小学校 同 本木一丁目14番15号 

 

別表（第２条関係） 

 １ 小学校 

名称               位置 

同 関原小学校 同 関原三丁目 38 番 3号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

施行年月日 平成２８年８月２５日 
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第５号議案 

   足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担

に関する条例の一部を改正する条例の送付について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年１月７日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司   

 

   足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担

に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関

する条例（平成２７年３月１９日条例第３７号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条第１項第３号中「第３条第２号」を「第３条第１号」に改め、

同項第９号中「第２条第５号」を「第４条第１項」に改める。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

 （教育の利用における給食費の徴収） 

第６条の２ 区立認定こども園（短時間利用）においては、利用者負担

額とは別に、給食費月額５，０００円を徴収する。 

 別表第５中「区立認定こども園（短時間利用）」を「公立幼稚園・公

立認定こども園（短時間利用）」に改め、同表備考を削除する。 

 別表第８中「区立認定こども園（短時間利用）」を「公立幼稚園・公

立認定こども園（短時間利用）」に改め、同表備考を削除する。 

   付 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 区民が足立区以外の地方公共団体が設置した幼稚園等を利用する場合

の利用者負担額を定めるほか、規定を整備する必要があるので、この条
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例案を提出いたします。 
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第 ５ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年１月７日 

件   名 
足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する

条例の一部を改正する条例の送付について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども家庭課 

内 容 

 

１ 改正の理由 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）による第１号認定

子どもについて、他自治体の公立幼稚園あるいは公立認定こども園（短

時間利用）を利用する場合の利用者負担額を定める。 

 

２ 主な内容 

区立認定こども園（短時間利用）の利用者負担額として定めた別表に

ついて、公立幼稚園・認定こども園（短時間利用）の利用者負担額とす

るよう、改正を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

施行年月日  平成２８年４月１日 

 

 



 

足立区特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 
 

 改  正  前 改  正  後 

 

（定義） 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(３) 幼稚園型認定こども園 東京都認定こども園の認定要件に関する条

例（平成18年東京都条例第174号）第３条第２号に規定する認定こども園

をいう。 

(３) 幼稚園型認定こども園 東京都認定こども園の認定要件に関する条

例（平成18年東京都条例第174号）第３条第１号に規定する認定こども園

をいう。 

(９) 短時間利用 認定こども園において、東京都認定こども園の認定要

件に関する条例第２条第５号に規定する共通利用時間のみを利用するこ

とをいう。 

 

 

 

(９) 短時間利用 認定こども園において、東京都認定こども園の認定要

件に関する条例第４条第１項に規定する共通利用時間のみを利用するこ

とをいう。 

 

（教育の利用における給食費の徴収） 

第６条の２ 区立認定こども園（短時間利用）においては、利用者負担額と

は別に、給食費月額5,000円を徴収する。 

 

別表第５（第４条関係） 別表第５（第４条関係） 

区立認定こども園（短時間利用） 公立幼稚園・公立認定こども園（短時間利用） 

 階層 階層区分の定義 利用者負担額（月額）   階層 階層区分の定義 利用者負担額（月額）  

 Ａ 生活保護適用中の世帯 ０円 Ａ 生活保護適用中の世帯 ０円

Ｂ 特別区（市町村）民税非課税世帯及

び均等割のみ課税世帯 
3,000円

Ｂ 特別区（市町村）民税非課税世帯及

び均等割のみ課税世帯 
3,000円

Ｃ 特別区（市町村）民税所得割課税世

帯 
6,000円

Ｃ 特別区（市町村）民税所得割課税世

帯 
6,000円

備考 上記の利用者負担額とは別に、給食費5,000円を徴収する。  

 

別表第８（第６条関係） 別表第８（第６条関係） 

別紙４ 



 

 改  正  前 改  正  後 

区立認定こども園（短時間利用） 公立幼稚園・公立認定こども園（短時間利用） 

 階層 階層区分の定義 利用者負担額（月額）   階層 階層区分の定義 利用者負担額（月額）  

 Ａ 生活保護適用中の世帯 ０円 Ａ 生活保護適用中の世帯 ０円

Ｂ 特別区（市町村）民税非課税世帯及

び均等割のみ課税世帯 
1,500円

Ｂ 特別区（市町村）民税非課税世帯及

び均等割のみ課税世帯 
1,500円

Ｃ 特別区（市町村）民税所得割課税世

帯 
2,400円

Ｃ 特別区（市町村）民税所得割課税世

帯 
2,400円

備考 上記の利用者負担額とは別に、給食費5,000円を徴収する。  

 

 付 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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第６号議案 

   足立区における保育の利用等に関する条例の一部を改正する条例

の送付について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年１月７日 

      提出者 足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区における保育の利用等に関する条例の一部を改正する条例 

 足立区における保育の利用等に関する条例（平成２３年足立区条例第

４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１同花畑保育園の項を削る。 

   付 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 花畑保育園を廃止する必要があるので、この条例案を提出いたします。 
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第 ６ 号 議 案 説 明 資 料  

平成２８年１月７日 

件   名 足立区における保育の利用等に関する条例の一部を改正する条例の送付

について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て施設課 

内 容 

足立区における保育の利用等に関する条例（平成２３年足立区条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

  

１ 改正理由 

区立花畑保育園を民営化し、社会福祉法人檸檬会が運営する認可保育

園「（仮）レイモンド花畑保育園」とするため。 

 

２ 改正内容 （別紙５・新旧対照表参照） 

別表第１ 花畑保育園の項を削る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 施行年月日  平成２８年４月１日 

 



 
 

足立区における保育の利用等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 
 

 改  正  前 改  正  後 

第1条から第34条  （省 略） 第1条から第34条  （省 略） 

別表第１（第３条関係）（中略）  別表第１（第３条関係）（中略） 

 名称 位置   名称 位置  

 同   竹の塚保育園 足立区竹の塚三丁目７番33－106号   同   竹の塚保育園 足立区竹の塚三丁目７番33－106号  

 同   花畑保育園 足立区花畑五丁目12番７号          

 同   新田わかば保育園 足立区新田三丁目８番20号   同   新田わかば保育園 足立区新田三丁目８番20号  

  

  

 付 則 

  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

別紙５ 
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第８号議案 

   足立区教育委員会教育長の事業及び事務従事について 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年１月７日 

      提出者  足立区教育委員会教育長  定 野  司 

 

   足立区教育委員会教育長の事業及び事務従事について 

 足立区教育委員会教育長に依頼のあった事業及び事務について、下記

のとおり従事する。 

 

記 

 

従事日時 従事内容 依頼元 

１月１３日（水） 

10:00～ 11:45 

平成２７年度職員研修をめぐる課

題検討講座講師 

一般社団法人  日本

経営協会 

１月１６日（土） 

10:00～ 12:00 

構想日本×ＰＨＰ総研 第３期 

現場みらい塾講師 

政策シンクタンク 

ＰＨＰ総研 

２月１０日（水） 

14:00～ 15:40 

東京都市町村企画研究第３ブロッ

ク会議講演会講師 

東京都市町村企画研

究第３ブロック 

 

 （提案理由） 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１１条第７項の規定に基

づき、足立区教育委員会の許可を受ける必要があるので、この案を提出

いたします。 
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第 ８ 号 議 案 説 明 資 料  

 平成２８年１月７日 

件   名 足立区教育委員会教育長の事業及び事務従事について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

 

１ 提案理由 

足立区教育委員会教育長に対する講師依頼へ応じるにあたり、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律第１１条第７項の規定に基づき、足立区

教育委員会の許可を受ける必要があるため。 

 

２ 従事内容等 

（１）平成２７年度職員研修をめぐる課題検討講座講師（東京都渋谷区）

日時：１月１３日（水）午前１０時～午前１１時４５分 

内容：自治体事例「足立区におけるモチベーション・マネジメントの

取り組み」発表 

（２）構想日本×ＰＨＰ総研 第３期 現場みらい塾講師（東京都江東区）

日時：１月１６日（土）午前１０時～正午 

内容：セッション『「大学の知力」と「企業の技力」を結びつける』

講師 

（３）東京都市町村企画研究第３ブロック会議講演会講師 

（東京都国分寺市）

日時：２月１０日（水）午後２時～午後３時４０分 

内容：講演「窓口業務の民間委託化について」講師 

 

今後の方針 
 従事日が勤務日にあたる場合は、年次有給休暇を取得し、対応する。 

また、業務に支障のないよう、教育委員会事務局内で調整を図る。 

 

 

 

 



 

 

34 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 足立区立谷中中学校の学校運営協議会設置校の再指定について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５及び足立区

学校運営協議会規則第３条に基づき、谷中中学校開かれた学校づくり協

議会会長、同校校長の連名により、「足立区学校運営協議会設置校指定

申請書（再指定分）」が提出された。 

指定申請書等の提出書類の検討、ならびに協議会会長、学校長との協

議を踏まえ、同校を足立区学校運営協議会規則第３条第１項に掲げる事

項を達成することのできる学校であると判断し、下記のとおり学校運営

協議会を置く学校（コミュニティ・スクール）として再指定することを

決定したので報告する。 

記 

１ 指定した学校 

 足立区立谷中中学校 

２ 指定期間 

平成２８年２月１日から平成３２年１月３１日まで（４年間） 

３ 学校運営協議会委員の任期 

平成２８年２月１日から平成３０年１月３１日まで（２年間） 

 

≪参考≫コミュニティ・スクール（ＣＳ）一覧 

〔学校名〕 

栗原北小学校 

大谷田小学校 

平野小学校 

西新井第二小学校 

弥生小学校 

西新井第一小学校 

弘道小学校 

谷中中学校 

第四中学校 

六月中学校 

第五中学校 

〔指定日〕 

平成２４年 ７月 １日 

平成２５年 ２月 １日 

平成２５年 ３月 １日 

平成２５年 ５月 １日 

平成２５年 ９月 １日 

平成２６年 ９月 １日 

平成２７年１２月 １日 

平成１９年１０月１２日 

平成２３年１１月 １日 

平成２４年 ４月 １日 

平成２５年 ９月 １日 
 

今後の方針 
学校と地域、保護者間の十分な協議が整い、思いが合致した学校から

順次、学校運営協議会を設置していく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 中学校既卒者の第四中学校夜間学級入学指針の策定について 

所管部課名 学校教育部 学務課 

内 容 

 平成２７年７月３０日付、文部科学省通知「義務教育修了者が中学校夜間

学級への再入学を希望した場合の対応について」により、中学校既卒者の夜

間学級への入学許可についての基本的な考え方が示された。 

 この通知に基づき、別紙６のとおり「中学校既卒者の第四中学校夜間学級

入学指針」を策定したので報告する。 

 

１ 入学指針の主な内容 

（１）中学校既卒者の入学基準 

   中学校既卒者が、中学校夜間学級への再入学を希望した場合に、各夜

間学級の収容能力に応じて、積極的に入学を認めることが望ましいとす

る以下の要件に該当すること。 

 

不登校や親による虐待等により中学校の課程の大部分を欠席し 

   ていた又はそれに準ずる状況であった等の事情により、実質的に 

   義務教育を十分に受けられておらず、社会で自立的に生きる基礎 

   を培い、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質 

   を養うといった義務教育の目的に照らして、再度中学校に入学を 

   認めることが適当と認められる者 

 

（２）入学定員 

平成２８年度は、中学校未卒者と合わせて、１００名の範囲で入学 

を認める。但し、都内在住及び在勤者に限る。 

 

（３）入学許可の方法 

①入学希望者の受付は、学務課で行う。学務課は、入学希望者の出身

中学校を所管する教育委員会又は出身中学校に、中学校での出席状

況等を確認し、第四中学校に通知する。 

②第四中学校は、学務課が入学基準に該当すると判断した入学希望者

と連絡を取り、体験入学を実施する。 

③第四中学校は、体験入学修了後、入学希望者と面接を行い、本人の

入学希望意思と就学状況に基づき、入学時期を決定する。 
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 （４）入学許可の優先順位について 

   入学希望者の入学許可の優先順位は、原則として次の順序とする。 

なお、②、③の足立区民とは区内在住及び在勤者とする。 

   ①国籍を問わず、中学校未卒者（義務教育未修了者） 

   ②足立区民である中学校既卒者 

   ③足立区民以外の中学校既卒者 

 

２ 実施時期 

  平成２８年４月１日入学者から実施する。 

 

今後の方針 
今回の指針に基づき、中学校既卒者の第四中学校夜間学級入学手続き等を

広報やホームページ等を通じて周知していく。 
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別紙６ 

中学校既卒者の第四中学校夜間学級入学指針 

 

１ 中学校既卒者の入学基準 

文部科学省通知（平成２７年７月３０日付、２７初初企第１５号）に基づき、中学校既

卒者（以下、「既卒者」という。）が、中学校夜間学級への再入学を希望した場合に各夜間

中学校の収容能力に応じて、積極的に入学を認めることが望ましいとする下記の要件に該

当すること。 

 

不登校や親による虐待等により中学校の課程の大部分を欠席していた又はそれに準ずる

状況であった等の事情により、実質的に義務教育を十分に受けられておらず、社会で自立

的に生きる基礎を培い、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うと

いった義務教育の目的に照らして、再度中学校に入学を認めることが適当と認められる者 

 

２ 既卒者の入学定員について 

  平成２８年度は、中学校未卒者と合わせて第四中学校夜間学級全体で、１００名の範囲

内で入学を認める。但し、都内在住及び在勤者に限る。 

 

３ 既卒者の入学許可について 

(１)入学希望既卒者（以下、「希望者」という）の受付は、学務課で行う。（第四中学校に

直接相談に訪れた場合、入学受付カードを交付し、所要事項を記入の上、学務課で手

続きをするよう案内する）    

(２)希望者は、学務課に、入学受付カード、入学時の確認票、出席状況等の確認同意書を

提出する。 

(３)学務課では、入学受付カード等に沿って、希望者の出身中学校を所管する教育委員会

又は出身中学校に、希望者の中学校での出席状況等を確認する。 

(４)学務課は前項の確認を基に、希望者が入学基準に該当するか判断し、入学基準に該当

する場合は第四中学校に通知する。なお、学務課は、必要に応じて、第四中学校及び

教育指導室の助言を求めながら、この判断を行う。 

(５)第四中学校は、前項で入学基準に該当すると通知された希望者と連絡を取り、体験入

学を実施する。その期間は原則として４週間とする。 

(６)学務課は、第４項で入学基準に該当しないと判断した希望者に、審査結果を通知する。 

(７)第四中学校は、体験入学修了後に校長又は副校長と希望者の面談を実施し、入学希望

意思を確認する。 

(８)第四中学校は、希望者の希望意思と就学状況に基づき、入学時期を決定する。なお入

学の時期は、原則として４月１日とする。 

(９)第四中学校は、学務課に入学時期を通知する。 
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(10)第四中学校夜間学級は、入学を許可した希望者に、身分証明書を交付する。 

 

４ 既卒者の遵守事項について 

  既卒者の第四中学校夜間学級入学に際して、下記の事項を遵守するよう要請する。 

(１)原則として修学期間は３年間であるため、入学後３年以上の在留資格を要すること。 

(２)長期欠席・遅刻・早退が一定数ある場合、除籍となることがあること。 

(３)中学校として全教育課程（行事等を含む）への参加が卒業認定の前提となること。 

(４)中学校であるため、教職員の指示に従うとともに、同級生との協働・協調が求められ

ること。 

(５)成年者に許されることであっても、中学生にふさわしい校内規則・規範が校内では優

先すること。 

(６)原則として日本語学級の在籍は１年間であるため、日本語学級のみでの卒業は原則的

にないこと。 

 

５ 既卒者の卒業認定について 

下記の要件を満たし、校長が中学校の教育課程を修了したと認める者に対して卒業認定

を行う。なお、原則として原級留置（留年）については２回までとし、それを超える場合

は除籍とする。 

(１)原則として、一定期間、一般学級での履修が行われていること。 

(２)原則として、一定日数以上出席し、定期試験において一定の成績を修めていること。 

 

６ 第四中学校夜間学級への入学希望者の入学許可優先順位について 

  第四中学校夜間学級への入学希望者の入学許可優先順位は、原則として下記の順序とす

る。なお、（２）、（３）の足立区民とは、区内在住及び在勤者とする。 

(１)国籍を問わず、中学校の未卒者（義務教育未修了者） 

(２)足立区民である中学校既卒者 

(３)足立区民以外の中学校既卒者 

 

７ 実施時期  

  この指針は、平成２８年４月１日入学者から適用する。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 平成２７年度第２回いじめに関する調査の結果について 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

内 容 

平成２７年度第２回いじめに関する調査の結果について、４月から１

１月までの取組概要を下記のとおり報告する。 

 結果は、別紙７のとおりである。 

 

１ いじめの認知数 

 

 

 

 

２ 「いじめの個票」作成（平成２７年１１月より実施） 

学校がいじめと認知したものについて作成。 

 

  

 

 

３ 「いじめ受付表」作成（平成２７年１１月より実施） 

いじめの認知に関係なく、いじめ訴え等の記録。 

 

 

 

 

４ 「いじめに関するアンケート」の実施（平成２６年度より実施） 

（１）実施期間  平成２７年１１月２日（月）～３０日（月） 

（２）対象    全区立小・中学校 全児童・生徒 

（３）実施方法  児童・生徒が家庭で記入後、学校に提出 

 （４）アンケート集計結果 

  

 

 

（５）内容：「相談できる人がいる」の項目について 

 

 

 

 

 認知校数 いじめ認知数 継続対応中 

小学校 ５３/６９校 ２７９人 ９６人 

中学校 ３４/３７校 ２６７人 ５０人 

 個票作成校数 個票数 

小学校 ４６/６９校 １５９人 

中学校 ２８/３７校 ７９人 

 受付校数 受付数 

小学校 ６５/６９校 ２，５３９件 

中学校 ３４/３７校 ４４７件 

 回答率 アンケートによるいじめ認知 

小学校 ９９．１％ ２３３件 

中学校 ９６．０％ １９７件 

 相談できる人 相談相手 

小学校 ９７．６％ ①家の人 ②先生 ③友人 

中学校 ９１．１％ ①家の人 ②友人 ③先生 
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（６）内容：いじめの態様の項目について 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ いじめ相談ネット受付窓口 

                      

 

 

 いじめの態様 ※いじめの認知ではなく本人の訴えによる 

小学校 ①冷やかし、からかい、悪口  

②仲間はずれ、無視 

③軽く叩かれる、蹴られる 

中学校 ①冷やかし、からかい、悪口  

②軽く叩かれる、蹴られる 

③物を取られる、隠される 

 受付件数 

平成２７年度（７～１１月） ２件 

平成２７年度（４～６月） ６件 

平成２６年度 ２０件 

今後の方針 
解決に至っていないいじめ事案については、学校と教育委員会が十分

な連携を図りながら、早急な解決に向けた取組を進める。 

 



平成２７年１２月 
教育指導室 

平成２７年度 いじめ状況調査結果（第２回：１１月） 

 

 

     ＜参考＞ 平成２６年度問題行動等調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ６月（第１回） １１月（第２回） 

  認知件数 解決数 解消率 受付表数 認知件数 解決数 解消率

小学校 
Ｈ２７ １７２件 ９７件 ５６％ ２，４４２件 ２７９件 １８３件 ６６％

Ｈ２６ ２３５件 １２９件 ５５％ ４９９件 ４０２件 ８２％

中学校 
Ｈ２７ ２４０件 １４７件 ６１％ ４４０件 ２６７件 ２１７件 ８１％

Ｈ２６ １８５件 １１５件 ６２％ ３２７件 ２５１件 ７７％

Ｈ２６ 認知件数 調査時点の解消数 解消率 

小学校 ９５７件 ８８０件 ９２％ 

中学校 ４４９件 ３９０件 ８７％ 

 小学校 中学校 

 ６月 １１月 ６月 １１月

1 冷やかしやからかい、悪口やおどし文句、嫌なことを言われる １４４ ２７１ ２３６ ２５５

2 仲間はずれ、集団による無視をされる ４８ ７５ ６３ ７５ 

3 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、けられたりする ４１ ６０ １２８ １４０

4 ひどくぶたれたり、たたかれたり、けられたりする ３５ ５９ ４５ ４９ 

5 金品をたかられる ２ ４ ５ ７ 

6 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする ３１ ３５ ５４ ５８ 

7 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする ２４ ２４ ２８ ２９ 

8 パソコンや携帯電話で誹謗中傷やいやなことをされる ３ ４ ３５ ４４ 

 小学校 中学校 

  ６月 １１月 ６月 １１月

1 学級担任が発見 ４３ ７４ ２１ ２９ 

2 学級担任以外の教職員が発見（SC、養護教諭除く） ０ ３ ９ １２ 

3 養護教諭が発見 ０ ０ ０ ０ 

4 ＳＣ等の外部の相談員が発見 ０ ０ ０ ０ 

5 アンケート調査等で発見 １４３ ２３３ １９４ １９７

6 本人からの訴え ６５ １０５ １３１ １５０

7 本人の保護者からの訴え ３８ ６０ ８ １４ 

8 他の児童・生徒からの情報 ２ ３ １ ２ 

9 他の保護者からの情報 １ ２ ３ ５ 

10 地域住民からの情報 ０ ０ ０ ０ 

11 関係機関からの情報 ０ ０ ０ ０ 

12 その他（匿名の投書等） ０ ０ ０ ０ 

１ 認知件数 

２ 認知したいじめの態様内訳ごとの件数

（複数回答） 

３ いじめ発見のきっかけ（複数回答） 

別紙７
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 
平成２７年度「東京都児童･せいと体力･運動能力、生活･運動習慣など調

査」の結果について 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

内 容 

平成２７年度「東京都児童･生徒体力･運動能力、生活･運動習慣等調査」

について、本区における結果がまとまったので、以下のとおり報告する。

 

１ 調査対象及び実施期間 

全児童・生徒、平成２７年４月から６月まで 

 

２ 調査方式（全８種目） 

①握力(筋力) ②上体起こし(筋力・筋持久力) ③長座体前屈(柔軟性) 

 ④反復横とび(敏捷性) ⑤20ｍシャトルラン・持久走(全身持久力) 

⑥50ｍ走(スピード) ⑦立ち幅跳び(瞬発力) 

⑧ハンドボール(中学校)・ソフトボール(小学校）投げ(巧緻性・瞬発力)

 

３ 調査結果 

（１）体力・運動能力について（資料１、２） 

小 
学 

校 

学年・男女別、種目別の 96 項目 

【資料１－Ⅱ】 

・５６項目で都の平均値未満である 

【資料１－Ⅲ】 

・区の平均としては、３６項目で昨年度の数値を上回った 

・３６項目のうち６項目で３年続けて平均値が向上した 

 ・６０項目のうち５項目で２年続けて平均値を下回った 

中 

学 

校 

学年・男女別、種目別の 54 項目 

【資料２－Ⅱ】 

・４４項目で都の平均値未満である 

【資料２－Ⅲ】 

・区の平均値としては、２７項目で昨年度の数値を上回った 

・２７項目のうち１７項目で３年続けて平均値が向上した 

 ・２７項目のうち３項目で２年続けて平均値を下回った 

 

（２）生活・運動習慣等について（資料３） 

小

学

校 

・「運動やスポーツをもっとしたい」と回答した児童の割合は、高

学年女子になると減少 

・「体育の授業は楽しいと思う」と回答した児童の割合は、都の平

均値以上である 

中 

学

校 

・「運動やスポーツをもっとしたい」と回答した生徒の割合が、学

年が上がるにつれて減少 

・「体育の授業は楽しいと思う」と回答した生徒の割合は、学年が

上がるにつれて減少 
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小 

・ 

中

学

校 

共

通 

・生活・運動習慣については昨年度と大きな変化は見られない。 

・「テレビの視聴時間」「携帯電話等の使用時間」については、学

年が上がるに従って使用時間の割合が高くなっている。 

・これらのデータを校長会への周知、保護者会等を通じて、家庭へ

の啓発に活用し、今後も生活・運動習慣の改善に生かしていく。 

 

今後の方針 

１ 小学校の「スピード」「瞬発力」、小・中学校の「巧緻性・瞬発力」

に課題がある。授業や休み時間、放課後等の体力向上に向けた取組の改

善工夫を図る。 

２ 体力向上推進委員会において体力向上策「体力向上ガイドライン」を

検討・策定し、幼保小中が連携して運動遊びや運動、生活習慣の改善等

の取り組みを推進する。 

３ 今回の結果は、１月下旬に区のホームページで公表予定。 

 



 

 

 

  

 

                                                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度 東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）における、足立区の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果（概要）  

Ⅰ 小学校 東京都との比較 

体力・運動能力について 

 

男子 

女子 

         

１年男 ↑        

２年男 ↑       ↓ 

３年男   ↑      

４年男  ↓ ↑     ↓ 

５年男 ↑  ↑ ↑ ↑   ↓ 

６年男 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↓ 

１年女 ↑   ↑ ↑    

２年女 ↑  ↑  ↑    

３年女 ↑  ↑     ↑ 

４年女   ↑      

５年女 ↑  ↑ ↑ ↑    

６年女 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑  

※↑は昨年度より数値が上昇した項目 ↑ は３年続けて数値が上昇した項目 ↓ は２年続けて数値が下降した項目 

  無印は昨年度と数値が同じもしくは下降した項目 
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《傾向》 
○学年・男女別、種目別の 96 項目中、36 項目で昨年度の区の平均値を上回った。 
○３年続けて数値が上昇したのは、６項目。女子の「20m シャトルラン」は、中学年

以外過去の記録を上回った。 
○男子の「ボール投げ」の記録は下降傾向にあり、「巧緻性・瞬発力」に課題がある。

 

Ⅲ 小学校 足立区のこの３年間の比較 

足立区の児童の運動能力については、「筋力」「柔軟性」が向上傾向にあり、「巧緻

性・瞬発力」は低下傾向にある。ほとんどの項目において現状維持または２年続け

て下降傾向にある。 

○学年・男女別、種目別の 96 項目中、54 項目（56.2％）で東京都の平均値未満である。 

○小学校の学年男女別、種目別（16 項目）の東京都の平均値以上の項目は、 

１学年 12 項目(75.0％)２学年８項目(50.0％)３学年６項目(37.5％) 

４学年では、３項目(18.7％)５学年７項目(43.7％)６学年４項目(25.0％) である。 

Ⅱ 東京都との比較による傾向 

資料１

種目（体力評価） 
握力（筋力） 上体起こし（筋力・筋持久力） 
長座体前屈（柔軟性） 反復横とび（敏捷性） 
20ｍシャトルラン（全身持久力） 50ｍ走（ｽﾋﾟｰﾄﾞ） 

 立ち幅跳び（瞬発力） ソフトボール投げ（巧緻性・瞬発力）

握力 上体 長座 反復 シャトル 50ｍ 立ち幅 ボール 握力 上体 長座 反復 シャトル 50ｍ 立ち幅 ボール

１年 ▼ 〇 〇 〇 〇 〇 ▼ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ▼ ▼ 〇
２年 〇 〇 ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ 〇 〇 ▼ 〇 〇 ▼ ▼ 〇
３年 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ 〇 〇 ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ 〇
４年 ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 〇 ▼ ▼ ▼
５年 〇 〇 ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ 〇 〇 〇 ▼ ▼
６年 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ 〇 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

男子 女子

東京都平均値と比較して 足立区平均値が 〇都平均以上 ▼都平均未満 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

体力・運動能力について 

Ⅰ 中学校 東京都との比較 

○学年・男女別、種目別の 54 項目中、44 項目（81.4％）で東京都の平均値未満である。 

○中学校の学年男女別、種目別（18 項目）の東京都の平均値以上の項目は、 

 １学年５項目（27.7％）２学年２項目（11.1％）３学年３項目（16.6％）である。 

男子 

女子 

           

１年男  ↑ ↑ ↑ ↑  ↑ ↑  

２年男     ↑  ↑ ↓ ↓ 

３年男   ↑  ↑     

１年女  ↑  ↑ ↓ ↑ ↑ ↑  

２年女 ↑ ↑ ↑ ↑  ↑  ↑  

３年女 ↑   ↑ ↑ ↑ ↑ ↑  

※↑は昨年度より数値が上昇した項目 ↑ は３年続けて数値が上昇した項目 ↓ は２年続けて数値が下降した項目 

無印は昨年度と数値が同じもしくは下降した項目 
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《傾向》 

○学年・男女別、種目別の 54 項目中、27 項目で昨年度の区の平均値を上回った。 

○３年続けて数値が上昇したのは、17 項目。「持久走」は男子全学年、「反復横とび」「シャトルラン」

は女子全学年で過去の記録を上回った。 

○男子「握力」「シャトルラン」、女子「ボール投げ」は昨年度と数値と同じもしくは下降している。

Ⅲ 中学校 足立区のこの３年間の比較 

足立区の生徒の運動能力については、向上傾向にあり、東京都の平均値に近付きつつある。男女

ともに、「巧緻性・瞬発力」に課題がある。 

Ⅱ 東京都との比較による傾向 

区全体の児童・生徒の体力・運動能力については、小学校の 50ｍ走（スピード）、立ち幅跳び（瞬発力）、小・

中学校のボール投げ（巧緻性、瞬発力）に課題がみられる。この課題の解決に向けて、各学校では「体力向上推

進プラン」を作成し、全児童・生徒が自らの体力向上の目標を明確にして取り組むことができる体育授業の工夫・

改善や体力向上に向けた全体的な取組に努めている。今後も引き続き、児童・生徒が意図的・計画的に運動に慣

れ親しめるような取組の充実が重要である。 

小・中学校９年間を通して  

平成２７年度 東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）における、足立区の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果（概要）  資料２

種目（体力評価） 
握力（筋力） 上体起こし（筋力・筋持久力）

長座体前屈（柔軟性） 反復横とび（敏捷性）

20ｍシャトルラン・持久走（全身持久力） 
50ｍ走（ｽﾋﾟｰﾄﾞ） 立ち幅跳び（瞬発力） 
ハンドボール投げ（巧緻性・瞬発力）

握力 上体 長座 反復 シャトル 50ｍ 立ち幅 ボール 持久走 握力 上体 長座 反復 シャトル 50ｍ 立ち幅 ボール 持久走

１年 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 〇 ▼ ▼
２年 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼
３年 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ 〇 ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

男子 女子

東京都平均値と比較して 足立区平均値が 〇都平均以上 ▼都平均未満 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

生活・運動習慣について 

調査の実施について 

実施時期 平成２７年４月～６月 

実施校数 区内全小学校６９校及び全中学校３７校 

実施学年 小学校１年生～６年生の全学年及び中学校１年生～３年生の全学年 

実施人数 小学校 ３１,０４９名  中学校 １３,４９１名 

調査項目 ①握力      ②上体起こし       ③長座体前屈 

       ④反復横とび  ⑤２０ｍシャトルラン（中学校は持久走とのどちらかを選択） 

       ⑥５０ｍ走     ⑦立ち幅とび       ⑧ハンドボール投げ 

     ※身長・体重・座高の測定    

     ※生活・運動習慣等に関するアンケート 

  

 

  

生活習慣について、引き続き保健の授業や保護者会、長期

休業明けの生活習慣の見直し等に活用していく。 

睡眠、テレビの視聴時間、携帯等の使用時間は東京都と比

べ、睡眠時間は全体的に短く、視聴や使用時間は長い傾向に

ある。特に、睡眠時間について小学校第３学年は、東京都も

「６時間未満」の割合が多い。 

中学年のテレビ視聴、携帯等の使用時間「３時間以上」の

割合が低学年に比べ、倍近くである。 

男子に比べ、女子の方が、運動やスポーツをもっとしたい、体育の授業は楽しいに

ついて、小学校高学年から「あまり思わない」「思わない」の合計の割合が、多くなっ

ている。運動やスポーツをしたいと「思う」児童生徒の割合を高くするために、授業

改善を図ることが重要である。 

 ↓今年度から調査 

資料３平成２７年度 東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）における、足立区の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査結果（概要）  
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 足立区立小学校における事故に関する損害賠償について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

標記の損害額について、下記のとおり示談が成立したので報告する。

 

              記 

１ 事故発生日時 

   平成２４年２月１７日（月） 午前８時２０分頃 

 

２ 事故発生場所 

（ 省 略 ） 

 

３ 被害者 

（ 省 略 ） 

 

４ 事故の内容等 

登校後の朝の自由時間中、教室内において折り畳み傘でふざけてい

た児童の一人がその傘を投げた際、教室内別の場所で遊んでいた児童

の顔面（右鼻横）にあたり、５針縫う裂傷を負った。 

担任教員は、職員室で朝の打合せを行っており、不在であった。 

 

５ 示談成立日 

   平成２７年１２月１日 

 

６ 示談の内容 

   区は被害者に対して、損害賠償金として、金１１４，２６０円を

支払う。 

 

７ その他 

   本件については、特別区自治体総合賠償責任保険の対象となり、

全額補填される。 

 

今後の方針 保険金請求の手続きをすみやかに進める。 
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教 育 委 員 会 報 告 
平成２８年１月７日 

件 名 学校事故報告について（平成２７年１２月分） 

所管部課名 学校教育部 教育指導室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 学校事故状況 

管理下６件（小学校４件、中学校２件） 

 管理外０件 

合 計６件  
 

２ 事故内容 
 （１）交通事故 
  ア 下校途中、信号機のない横断歩道を横断していた際、車と接触

し、はね飛ばされた。転倒し、打撲と擦過傷の負傷。 
（小学校管理下）

（２）授業中の傷害、打撲等の事故 
ア 体育の授業中、跳び箱を跳び越した際、体勢を崩し落下。左手

肘骨折。                  （小学校管理下）

 

（３）休憩時間、放課後、登・下校等部活等における傷害、打撲等の事故

 ア 自然教室２日目、同室の友達と口げんかになった。気持ちが収

まらず、精神安定剤２０錠を過剰摂取し、意識が朦朧となり、救

急搬送。                  （小学校管理下）

イ マラソンの練習中、後ろから追い抜いてきた他の児童と足が接

触し、転倒。左肘脱臼及び左上腕部骨折。  （小学校管理下）

  ウ 蹴るふりをしてきた友人の足を避けようとした際、バランスを

崩し、廊下の手すりに右側頭部をぶつけ負傷。 （中学校管理下）

  エ バスケットボール部での練習中、ディフェンスの相手に気付く

ことができず衝突し、右まぶた切創の負傷。  （中学校管理下）

 
３ 各学校への事故防止の指導 

（１）登下校時における交通事故防止について 
   登下校時間帯の通学路の道路環境を把握し、正しい道路の横断方

法や、歩道での歩き方等を繰り返し指導し、通学路における交通事

故防止に努める。 
（２）休憩時間、放課後等における事故防止について 

   校舎内外の過ごし方、危険行為の未然防止について指導するとと

もに、校内の環境整備、看護当番等の見守りによる安全対策の推進

を図る。 

今後の方針 

１ 交通事故防止について 
   学校管理（内・外）を含めた事故発生状況を踏まえ、児童・生徒

に対し正しい交通マナーを具体的に指導するとともに、家庭等へ注

意喚起を促し、未然防止に努める。 
２ 緊急時の指導・連絡体制の整備について 
   冬季休業に向け、緊急時の連絡体制について保護者に周知させる。 
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   学校事故状況       平成２７年１２月分（児童・生徒）   教 育 指 導 室 
 

 
内             訳 

管 理 下   管 理 外  
 合 計

 幼稚園  小学校  中学校  小学校  中学校

 
交 通 事 故 

 自転車・バイク       

 歩行者・ｷｯｸﾎﾞｰﾄﾞ  １    １ 

 
 
 
授業中の傷害打撲等の
 
事故 

 
 

 骨折・脱臼・捻挫  １    １ 

 裂傷・打撲・暴行       

 火傷・熱傷       

 歯目鼻耳等の損傷       

発症・発作・火傷       

 
 休憩時間・放課後・登
 
下校時の傷害打撲等の
 
事故（学校行事含む）

 骨折・脱臼・捻挫  １    １ 

 裂傷・打撲・暴行   ２   ２ 

 歯目鼻耳等の損傷       

発症・発作・火傷  １    １ 

教師の指導上による傷

害・打撲等の事故 

 骨折・脱臼・捻挫       

歯目鼻耳等の損傷       

 暴力・暴行傷害事件       

 家出・外泊・行方不明       

 窃盗・万引き・恐喝       

 対教師暴力       

 火災・火傷・火遊び       

 その他・地域での怪我       

 
死      亡 

病    死       

事 故 死       

合           計  ４ ２   ６ 

 
 
 
 
 
 （施 設） 
 

  区      分  幼稚園  小学校  中学校     内            容 

 窓ガラス及び施設破損     

 不法侵入・盗難     

 その他       

   合    計 ０ ０ ０  
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 平成２８年４月入所に向けた保育施設利用申込の受付状況について 

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て支援課 

内 容 

 

認可保育所・認定こども園・小規模保育・家庭的保育（保育ママ）・

足立区認定保育ママにおける、平成２８年４月分入所申込受付状況につ

いて、以下のとおり報告する。 

 

受付件数一覧（受付期間：１１月１７日から１２月１日まで） 

受 付 場 所 ２８年４月分 ２７年４月分 増減 

保 

育 

施

設 

区立認可保育所 ２８８人 ４０７人 △１１９人 

私立認可保育所 ３９０人 ５２６人 △１３６人 

区立認定こども園 １１人  １０人  １人 

小 計 ６８９人 ９４３人 △２５４人 

福 

祉 

事 

務 

所 

千住福祉課 ２１８人 １６８人 ５０人 

東部福祉課 １７３人 １５３人 ２０人 

西部福祉課 １３６人 １０３人 ３３人 

北部福祉課 １０５人 １７３人 △６８人 

小 計 ６３２人 ５９７人 ３５人 

子ども・子育て支援課 １，９２６人 １，６５９人 ２６７人 

合計（受付期間）…Ａ ３，２４７人 ３，１９９人 ４８人

※審査継続分…Ｂ １，１８４人 １，１１６人 ６８人 

総合計（Ａ＋Ｂ） ４，４３１人 ４，３１５人 １１６人

※１０月～１月入所希望受付分のうち、４月審査に継続しているもの 

○ 平成２８年４月１日の募集人数は、２，８８３人（予定） 

平成２７年４月１日の募集人数は、２，６９２人 

○ 上記人数には、転園、区外からの入園、区外園との併願を含む。 

 

 

 

今後の方針 

利用調整の結果については、平成２８年２月８日（月）に郵送により

申請者へ通知する。なお利用調整の後、空きが多く生じた場合は、状況

に応じて調整を実施していく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 家庭的保育者（保育ママ）における給食提供モデル事業の実施について

所管部課名 子ども家庭部 子ども・子育て施設課 

内 容 

 家庭的保育者（以下「保育ママ」という）における給食提供モデル事

業の実施について、以下のとおり報告する。 

 

１ 目的 

平成２９年度から給食提供を開始するにあたり、給食提供は子ども

の健康と生命にかかる重要な事業であることから、平成２８年度に開

設中の保育ママによるモデル事業を実施し、給食提供の安全性を検証

する。 

 

２ モデル事業者 

  ７名（予定） 

※モデル事業を希望する開設中の保育ママから、調理設備の基準を

満たし、調理員雇用が可能な事業者で、受託児童の平成２８年度

の利用継続が確実に見込める者を選定した。 

  〔モデル事業者の概要〕 

   ・保育ママ歴  平均７．６年 

   ・受託児童数  平均４．６人 

・地域（千住地域２名、花畑地域２名、西新井地域１名、本木地

域１名、青井地域１名） 

 

３ 検証内容 

マニュアル（１月上旬完成予定）に基づき、以下の視点で検証を行

っていく。 

 （１）給食の安全性、仕上がり等は適正か。 

 （２）調理員、調理設備等の衛生管理は適切に行われているか。 

（３）調理手順や、調理時間等の確保は適正か。 

（４）食材は適切に保管されているか。 

（５）受託児童に対し、調理中の安全管理は適切に行われているか。 

（６）食物アレルギー児がいる場合、対応は適切に行われているか。 

 〔マニュアルの種類〕 

  給食提供マニュアル、衛生管理マニュアル、調理マニュアル、 

アレルギー対応マニュアル 
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４ 今後のスケジュール（予定） 

４月は新規利用者の慣らし保育があるため、給食提供モデル事業の

開始は５月とする。 

  １月上旬～  モデル事業者の既存利用者への説明 

         モデル事業者への研修、実習の準備 

  １月中旬   モデル事業者へのガイダンスの実施 

  １月下旬～  モデル事業者への研修、実習の実施 

※衛生管理や食物アレルギー等に関する研修、調

理実習等 

２月上旬～  モデル事業者の新規利用者（内定者）への説明 

食物アレルギー児への対応確認 

離乳食が必要な受託児への対応確認 

２月下旬～  モデル事業者宅での給食提供シミュレーションの実 

       施 

５月上旬～  給食提供モデル事業の開始 

          ※職員による定期的な巡回訪問を実施 

          ※利用者アンケートの実施 

          ※マニュアル、運用等の改善 

  ６月上旬～  保育ママへの情報提供 

  ８月末    給食提供モデル事業の終了（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

保育ママがモデル事業を安全、円滑に行えるよう支援するとともに、

モデル事業の検証を確実に行い、平成２９年度以降の保育ママの給食提

供につなげていく。 

また、食物アレルギー児については、誤飲・誤食による事故が発生し

ないよう、保育ママと保護者で十分な情報共有を行い、保育ママ、調理

員等による複数の視点でチェックを行っていく。 
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教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件   名 ギャラクシティ指定管理者への報奨制度導入の検討について 

所管部課名 子ども家庭部 青少年課 

内容 

 

 

ギャラクシティ（こども未来創造館・西新井文化ホール）は平成２５年４

月リニューアルオープンし、現在の指定管理者による運営は５年契約の３年

目を迎えた。指定管理者による運営で一定の成果をあげていること、評価委

員会により一定の評価を得ていることから、さらなる利用者サービス向上を

目的に、指定管理者への報奨制度導入の検討を行っている。 
 

記 

１ 制度導入検討の経緯 

（１）平成２５年２月締結の基本協定で「協定期間内（平成２５年度～２９

年度）に報奨制度を導入すること」で双方合意 

（２）利用者数は当初想定を超え順調に推移、評価委員評価も順調 

※利用者数：Ｈ２６目標１０９万人→実績１４４万人 

※評価委員会評価：Ｈ２５→Ｂマイナス（７段階評価の上から４番目）、

Ｈ２６→Ａマイナス（７段階評価の上から２番目） 

（３）施設使用料を指定管理者の収入とする利用料金制を導入しておらず、

利用者数・事業量の多寡に関わらず指定管理者収入（区からの委託料）

は定額のため、成果に応じたインセンティブによるモチベーション維

持・向上策が必要 

２ 制度の概要（案） 

（１）客観的な数値、評価に基づく報奨金制度 

（２）区歳入実績と評価委員評価の両面から報奨金額を算出 

（３）評価と歳入が確定する対象事業年度の翌年度に報奨金を支出 

※別紙８・ギャラクシティ指定管理者報奨制度の考え方【説明図】（案）

参照 

３ 今後の予定 

（１）基本協定に基づき、報奨制度に関し指定管理者の意見を聴取予定 

（２）２７年度中に指定管理者と報奨制度に関する協定の締結を予定 

（３）協定に基づき２７年度事業に対する報奨金を２８年度に支出予定 

 

今後の方針 １月開催予定の文教委員会で制度導入の検討について報告していく。 

 



ギャラクシティ指定管理者報奨制度の考え方【説明図】（案） 

 各項目の報奨金＝（A）報奨基本額（H25 からの歳入増×50％）×（B）項目指数×（C）評価算定率  
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指定管理者へ 

報奨 

算定 

報奨金原資 基本額（H25 からの歳入増の 50％） 基本額から５事業の評価算定率と項目指数により報奨算定 

評価５事業 評価算定率 
（C）

項目指数 
（B）

報奨額 

得点比率 評価 評価内容 算定率

  90% 以上 Ａ⁺ 
Ａ 当該分野について良好である 

100％

  80% ～ 89% Ａ⁻ 75％

  70% ～ 79% Ｂ⁺ 
Ｂ 当該分野について適正である 

50％

  60% ～ 69% Ｂ⁻ 25％

  50% ～ 59% Ｃ⁺ 
Ｃ 当該分野について課題がある 

0％  40% ～ 49% Ｃ⁻ 

  39% 以下 Ｄ Ｄ 当該分野について至急改善が必要である 

※指数は評 
 価と同一 

ただし報奨金の上限
額は、指定管理料（光熱
水費除く）の１％とす
る。
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別紙８ 



 

 

 

55 

教 育 委 員 会 報 告 

平成２８年１月７日 

件 名 東京都足立児童相談所の建替えについて 

所管部課名 
子ども家庭部 こども支援担当課 

都市建設部 都市計画課、みどりと公園推進室 みどり推進課 

内 容 

  昨今の児童虐待相談件数の増加に伴い、保護を要する児童が増加し、

一時保護所の受入状況が逼迫している。また、虐待相談対応のための職

員増に伴い、執務室の狭隘化という問題を抱えている。 

  こうした状況を改善するため東京都は、築３０年を経過し、老朽化や

狭小等の課題を抱える足立児童相談所の建替えを行う。 

 

１ 建替え方法 

隣接する区立あみだ橋公園（グランド部）に仮設の児童相談所を設置

し、現在地にて建替えを行う。 

また、建替えの間、区立あみだ橋公園の代替広場を近隣の都営住宅用

地（西新井第３アパート）に整備する。 

 

２ 所在地 

（１）足立児童相談所（現在地） 

   足立区西新井本町３丁目１３７４   面積： ２，４６８㎡ 

（２）区立あみだ橋公園（仮設用地） 

   足立区西新井本町３丁目８番     面積：約２，０００㎡ 

（３）代替広場（都営住宅用地） 

   足立区西新井本町３丁目１４３８番  面積：約１，２００㎡ 

 

３ 一時保護所定員 

  ３２名程度（現在２４名） 

 

４ 仮設設置に係るスケジュール 

  仮設設置・移転後、本体の建替工事を実施する。 
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【仮設（プレハブ）】

基本計画
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今後の
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年１月７日 

件 名 平成２８年度区立学校周年記念式典実施校・実施予定日について 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

平成２８年度の区立小・中学校における周年記念式典等の実施校及び

実施予定日は以下のとおり。 

 

※亀田小学校（28 年度 60 周年）は 29 年度に先送り実施 

 

                 小学校   ８校 

                 中学校   ４校 

 

 

 

 

 

 

実 施 日 学 校 名 周年数 開校年月日 

平成 28 年 

10 月 22 日(土)

 

西保木間小学校 

 

20 周年 

 

平成 9年 4月 1日 

10 月 29 日(土) 宮城小学校 70 周年 昭和 22 年 4 月 1 日

10 月 29 日(土) 第十三中学校 70 周年 昭和 22 年 4 月 1 日

11 月 5 日(土) 上沼田中学校 40 周年 昭和 52 年 4 月 1 日

11 月 5 日(土) 六月中学校 30 周年 昭和 62 年 4 月 1 日

11 月 12 日(土) 渕江第一小学校 50 周年 昭和 42 年 4 月 1 日

11 月 12 日(土) 栗原北小学校 40 周年 昭和 52 年 4 月 1 日

11 月 19 日(土) 平野小学校 40 周年 昭和 52 年 4 月 1 日

11 月 19 日(土) 桜花小学校 20 周年 平成 9 年 4 月 1 日

11 月 23 日(土) 花畑中学校 50 周年 昭和 41 年 4 月 1 日

12 月 3 日(土) 伊興小学校 140 周年 明治 9年 10 月 16 日

12 月 3 日(土) 本木小学校 140 周年 明治 10 年 3 月 10 日

今後の方針  
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年１月７日 

件 名 
平成２７年度足立区教育委員会児童・生徒褒賞受賞者・団体の決定に

ついて 

所管部課名 学校教育部 教育政策課 

内 容 

 平成２７年度足立区教育委員会児童・生徒褒賞受賞者・団体を決定し

たので、下記のとおり報告する。 

記 

 １ 目的 

 国・東京都並びにこれに準ずる団体等が行う各種文化行事、競技

大会等で優秀な成績を収め表彰されたものや、特に優れていると認

められる善行を行った区立小・中学校の児童・生徒に対し、その努

力と功績を称える。 
 

 ２ 褒賞対象期間 

  平成２６年１２月１日から平成２７年１１月３０日 
 

 ３ 受賞者・団体数 

  個人：１４８名 

団体：３３団体 

その他：２名 

   ※ 内訳は別紙９のとおり 
 

 ４ 褒賞式 

  日時  平成２８年２月２７日（土）  

小学校の部：午前１１時００分から 

中学校の部：午後３時００分から 

  会場  庁舎ホール（足立区役所中央館２階） 

今後の方針  

 



 

H27.12.25 現在  
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平成２７年度足立区教育委員会児童・生徒褒賞 
 

褒 賞 式 

日  時   平成２８年２月２７日（土）  

小学校の部：午前１１時００分から 

中学校の部：午後３時００分から 

場  所   庁舎ホール（足立区役所中央館２階） 

 

 

[褒賞内訳]         

 

■ 区長褒賞（計 １５団体・個人６１名・その他２名） 

 文化 スポーツ 善行 

団体 
小学生 １団体（３７名） ２団体（２７名） － 

中学生 ２団体（１１９名） １０団体（４６名） － 

個人 
小学生 ５名 ２４名 － 

中学生 － ３２名 － 

その他 

(※) 

小学生 － ２名 － 

中学生 － － － 

   ※その他：区外団体に所属し、団体活動で優秀な成績を収めた区立小・中学生 

 

■ 教育委員会褒賞（計 １８団体・個人８７名） 

  文化 スポーツ 善行 

団体 
小学生 ２団体（４８名） ５団体（５９名） － 

中学生 ２団体（４１名） ９団体（５０名） － 

個人 
小学生 １１名 ４０名 － 

中学生 ２名 ３３名 １名 

 

 

別紙９
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２７年１月７日 

件 名 西新井小学校改築工事における杭工事データ流用に係る安全性について

所管部課名 学校教育部 学校施設課、学校改築担当課 

内 容 

西新井小学校において旭化成建材㈱が行った杭工事データの流用につ

いて、安全確認を実施した結果を特定行政庁に提出し、安全性に問題がな

いとの回答を受けたので報告する。 

 

１ 経過 

平成２７年 

１０月２１日 学校施設課職員が建物に不具合がないことを確認 

１１月 ６日 旭化成建材㈱から元請会社を通して区に杭工事デー

タ流用の報告あり 

１１月 ７日 保護者向け緊急説明会の開催 

１１月２５日 区は特定行政庁へ建築基準法第１２条第５項の規定

に基づく報告書を提出 

１２月 ４日 国土交通省「電流計データの流用に関する安全性の

確認状況」公表（ホームページにて） 

１２月１０日 特定行政庁より安全性に支障がないとの回答 

１２月１４日 国土交通省「セメントミルク量のデータ流用に関す

る安全性の確認状況」公表（ホームページにて） 

２ 安全確認について 

（１）施設の確認 

学校施設課職員により、現地にて不同沈下等の不具合がない

ことを確認 

（２）流用された杭工事データの確認 

①掘削時の電流値 

ボーリングデータや流用されていない杭工事のデータ

から、施工された杭が支持層に到達したことを確認 

②根固め液の流量値 

施工時の工事写真から、流用が確認された杭へ適正なセメ

ント量が使用されていることを確認 

３ 保護者への説明等 

   平成２７年１２月２２日 保護者に結果通知を配付 

平成２８年 １月２５日 保護者説明会を開催予定 

２月 ９日 新入生入学説明会において説明予定 

今後の方針 学校施設課職員により施設の不具合の有無を定期的に確認していく。 
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年１月７日 

件 名 平成２７年度足立区育英資金秋期募集の応募状況について 

所管部課名 学校教育部 学務課 

内 容 

１ 募集期間 

 平成２７年１０月１日～１１月３０日 

 

２ 募集人数及び応募人数 

 （１）高校生 

   募集人数 応募人数 

通常枠 ２５名 ２０名

特例枠 ３名 ４名

 

（２）大学生 

   募集人数 応募人数 

通常枠 ２５名 ７名

特例枠 ３名 １名

  

３ 今後の日程 

 （１）平成２８年２月２日 育英資金貸付審議会 

（２）平成２８年２月上旬 奨学生（貸付者）決定 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

今後の方針  
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教 育 委 員 会 情 報 連 絡 

平成２８年１月７日 

件 名 足立区立中学生・魚沼自然教室の実施に伴う基本協定締結について 

所管部課名  学校教育部 学務課 

内 容 

足立区立中学１年生が参加する魚沼自然教室は、足立区教育委員会と

一般財団法人魚沼市地域づくり振興公社及び新潟県魚沼市との間で基

本協定を締結し、実施している。 

平成２５年度に締結した基本協定の協定期間が平成２８年３月末を

もって終了することに伴い、新たに平成３１年３月末までの３年間の基

本協定を締結する。 

 

１ 協定期間 

平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間 

 

２ 基本協定書の内容 

  別紙１０のとおり 

 

３ 主な改正点 

（１）経費について 

平成２６年度以降の消費税率変更分を経費に上乗せする。 

なお、平成２９年４月に予定されている消費税率変更の際は、

別途協議する。 

協定期間 旧協定 新協定 

宿泊費(区負担) ４，６５０円 ４，７８０円 

賄い費(保護者負担) １，３５０円 １，３９０円 

計 ６，０００円 ６，１７０円 

  

（２）役割について 

   実態に基づき、以下のとおり役割を明記する。  

  ①一般財団法人 魚沼市地域づくり振興公社の役割への追加内容 

・体験学習活動の予約 

・宿泊施設との調整 

・自然教室における会計処理 

  ②魚沼市の役割への追加内容 

   ・宿泊施設の確保 

今後の方針  
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足立区立中学生・魚沼自然教室の実施に伴う基本協定書 

 

足立区教育委員会（以下「甲」という。）と一般財団法人 魚沼市地域づくり振興公社

（以下「乙」という。）は、魚沼市で実施する足立区立中学生の魚沼自然教室に当たり、

次のとおり基本協定書を締結し、誠実にこれを履行するものとする。 

魚沼市（以下「丙」という。）は、足立区立中学生・魚沼自然教室の実施に当たり、

甲及び乙が締結する基本協定書項目の確認及び協力体制を図るものとする。 

 

 （経費負担） 

第１条 本事業実施に当たり、生徒、引率者等の宿泊に係る経費は、１泊につき１人当

たり別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、消費税率の変更に併せて経費を見直す必要がある場合は、

別途協議するものとする。 

３ 前項に規定する経費の内訳は次の各号に定める費用とする。ただし、当該経費には

農業体験学習に係る経費は含まないものとする。 

（１） 宿泊費（１日３食の賄い費を含む。） 

（２） 冷暖房費 

（３） 送迎費用（緊急時対応の送迎費用に限る。） 

（４） その他、宿泊施設に付帯する設備の利用に係る経費 

 

 （役割分担） 

第２条 本事業の実施に当たり、甲、乙及び丙は相互連携を図り、次の各号に掲げる役

割分担を定め、本事業の円滑な実施・運営に協力していくものとする。 

 (１) 甲の役割 

  ア 魚沼自然教室に参加する足立区立中学校（以下「参加校」という。）の日程調

整 

  イ 利用人数の把握及び経費の支払 

  ウ 自然教室に関する生徒、引率者等のトラブルへの対応 

  エ 参加校の生徒、引率者等からの意見・要望のフィードバック、情報提供 

 (２) 乙の役割 

  ア 参加校との行程作成支援（情報提供、資料提供、体験学習活動の予約・調整）  

  イ 自然教室開催中の必要に応じた同行及び体験学習のアシスト、緊急時対応（生

徒等を甲に引き渡すことが出来るまでの間の安全確保等も含む。） 

  ウ 宿泊施設との調整 

  エ 自然教室における会計処理 

別紙 10
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 (３) 丙の役割 

  ア 足立区との連絡調整及び参加校との利用可能日程調整 

  イ 宿泊施設の確保 

  ウ 体験学習のアシスト及び緊急時対応（生徒等を甲に引き渡すことが出来るまで

の間の安全確保等も含む。） 

  エ 自然教室終了後の情報提供等 

 

 （宿泊施設） 

第３条 宿泊施設は、主に、浅草山荘（魚沼市大白川 887-127）、ゆのたに荘（魚沼市

下折立 245）、須原地区民宿（魚沼市須原）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、参加校が実施する体験学習の内容により、甲、乙及び丙

の協議のうえ、魚沼市内各地の民宿・旅館等を宿泊先とすることができる。 

３ 前項の宿泊施設の宿泊費は、いずれの宿泊施設であっても同額とするものとする。 

４ 乙は、参加校に、食物アレルギー等の特別な対応が必要な生徒がいる場合には、参

加校と協議の上、事故防止の対応をするものとする。 

５ 乙は、生徒が宿泊する施設については、入宿日の１４時から出発日の１０時までの

間、専用使用(貸切)とし、宿泊定員に満たない場合であっても当該参加校の生徒その

他関係者以外の宿泊をさせないものとする。 

６ 甲は、参加校の生徒数に応じ、適正な宿泊場所の選定に配慮するものとする。 

７ 宿泊者数は、出発時点に学校から乙への連絡により確定するものとする。 

 

 （農業体験学習） 

第４条 乙は、農業体験（田植え、稲刈り）を基本に、魚沼市の自然を活かした体験メ

ニューを考案し、参加校に提案するものとする。 

２ 乙は、雨天に備え、公共施設等を随時利用できる状況を確保するものとする。 

３ 乙は、急病等の場合の緊急対応を含め、体験学習活動に参加できない生徒に対する

代替措置を必要に応じて手配する。 

 

 （協定期間） 

第５条 この協定の期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までとする。 

 

 （協定の解除等） 

第６条 甲、乙及び丙は、この協定を履行することができない事情が発生したときに

は、協議の上、協定を解除することができる。 

  

 （その他） 

第７条 本協定書に記載のない事項については、甲、乙及び丙の協議により定めるもの

とする。 
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この協定の証しとして本書３通を作成し、甲、乙、丙それぞれ記名押印のうえ、各自 

その１通を保有する。 

 

 

 

 平成２８年 月 日 

 

甲  東京都足立区中央本町一丁目１７番１号 

足立区教育委員会 

                     教育長   定 野  司 

 

 

            乙  新潟県魚沼市須原５２０（守門庁舎内） 

一般財団法人 魚沼市地域づくり振興公社 

                     理事長   渡 辺  隆 

 

 

            丙  新潟県魚沼市小出島１３０－１ 

魚 沼 市 

                     市 長   大 平 悦 子 
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別表 

宿泊に係る経費の支払者について 

 

 消費税８％を含む 

 
宿泊費（賄い費を除く。） 

4,780 円（1泊 1人当たり） 

賄い費 

1,390 円（1日 3食 1 人当たり）

生 徒 甲 参加校 

教 員 参加校 参加校 

写真業者 

同伴保護者 

参加校 

（本人より施設使用料を徴収）

参加校 

（本人より賄い費を徴収） 

随行看護師 

養護補助員 
甲 甲 

介助員 甲 

甲 

（但し、介助員を所管する 

部署から支出） 
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事業実施報告（１２月） 

 青少年課  

 行事名 実施日 会場 参加者数 

 

中高生の居場所づくり 

 

毎週水・日曜日（8 回） 

 

新田地域学習 セン

ター他 

延べ 

 40 人 

毎週水・日曜日（7 回） 東京未来大福祉保育

専門学校 

 35 人 

東京藝術大学連携 

音楽教育支援活動 

1 日（火） 

18 日（金） 

22 日（火） 

鹿浜五色桜小学校 

六木小学校 

鹿浜こども園 

186 人 

  90 人 

136 人 

星空くらぶ 

 

6 日（日） 

 

ギャラクシティ 15 人 

G ユニ定例会 

 

6 日（日） 

19 日（土） 

ギャラクシティ 5 人 

15 人 

帝京科学大学連携 

 ふれあい動物教室 

7 日（月） 

17 日（木） 

栗島小学校 

花畑小学校 

67 人 

69 人 

ジュニアリーダー 

スーパー研修会 

13 日（日） 

 

ギャラクシティ 

 

22 人 

 

あだち日曜教室 

 

13 日（日） 

 

ギャラクシティ 

 

46 人 

 

成人の日の集い 

実行委員会（第 14 回） 

16 日（水） 本庁舎 

 

7 人 

東京電機大学連携 

 科学ものづくり体験教室 

19 日（土） 東京電機大学 164 人 

星空くらぶ  

プラネタリウム投影 

19 日（土） ギャラクシティ 200 人 

 

科学ボランティア講座 19 日（土） 

 

ギャラクシティ  10 人 

星空観察ボランティア講座 19 日（土） 

 

ギャラクシティ  10 人 
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事業実施予定（１月） 

青少年課  

 行事名 実施日 会場 参加予定数 

 

中高生の居場所づくり 

 

毎週水・日曜日（8 回） 

 

新田地域学習 セン

ター他 

延べ 

40 人 

毎週水・土曜日（6 回） 東京未来大福祉保育

専門学校 

  30 人 

ジュニアリーダー 

スーパー研修会 

10 日（日） 

17 日（日） 

ギャラクシティ 

 

30 人 

30 人 

成人の日の集い 11 日（月） 東京武道館 

 

約 4,000 人 

星空くらぶ 

 

17 日（日） 

 

ギャラクシティ 15 人 

G ユニ定例会 

 

17 日（日） ギャラクシティ 10 人 

紙芝居講座 

 

19 日（火） 

 

ギャラクシティ 10 人 

あだち子ども将棋大会 

 

23 日（土） 千寿本町小学校 192 人 

東京藝術大学連携 

音楽教育支援活動 

26 日（火） 花畑第一小学校 115 人 

星空くらぶ  

プラネタリウム投影 

30 日（土） ギャラクシティ 200 人 

 

科学ボランティア講座 30 日（土） 

 

ギャラクシティ  10 人 

星空観察ボランティア講座 30 日（土） 

 

ギャラクシティ  10 人 
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行事実施結果（12 月１日～12 月 31 日） 

                  公益財団法人 足立区生涯学習振興公社 

日 時 行  事  名 時 間 会 場 
主催

別 

参加人数 

【定員】 

12/1（火） ブリランテ 冬のコンサート 18：30～20：30
ギャラクシティ 

西新井文化ホール 
共催 680 名

12/4（金） 
放課後子ども教室 

「新任スタッフ安全管理講習会」 
13：30～15：00 生涯学習センター 主催 16 名

12/6（日） 

指導者講習会 

～運動能力を伸ばす運動あそびプログ

ラム～ 

Ｄ・指導力向上コース 

13：00～15：00 生涯学習センター 主催 12 名

12/7（月） 
ふれあいコンサート 綾瀬なないろ園

第 5回 企画リーダー会議 
13：30～14：30

社会福祉法人 

あだちの里 

綾瀬なないろ園 

主催 8 名

12/9（水） 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 13：30～15：00 桜花小学校 共催 5 名

12/12（土） 

あだちウェルネスカレッジ 

「運動と栄養」～正しく学ぶおとなの栄

養学～ 

10：00～12：00 生涯学習センター 主催 136 名

12/12（土） 
足立ジュニア吹奏楽団 

「クリスマスコンサート」 

14：30～15：00

16：00～16：30
アリオ西新井 共催 700 名

12/16（水） 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 鹿浜第一小学校 共催 12 名

12/18（金） 

あだちアートリンクカフェ・公開フォー

ラム 

～≪つなぐ≫きらめきのアートポイン

ト～ 

18：30～20：00 生涯学習センター 主催 65 名

12/19（土） 
足立ジュニア吹奏楽団 

アンサンブル大会 
12：00～13：00 島根小 共催 70 名

12/25（金） 
読み語りキャラバン in 鹿浜こども園 

～クリスマスおはなし会～ 
14：30～15：15 鹿浜こども園 主催 

4・5 歳児

53 名

12/26（土） 

歓喜の演 Vol.14 合唱 

「ジャズ・ミサ」、フォーレ「レクイエ

ム」 

14：30～16：30
ギャラクシティ 

西新井文化ホール 
共催 732 名
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行事実施予定（1 月 1 日～1 月 31 日）          

                  公益財団法人 足立区生涯学習振興公社   

日 時 行  事  名 時 間 会 場 
主催

別 

参加予定人数

【定員】 

1/13（水） 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 14：40～16：30 鹿浜第一小学校 共催 16 名

1/17（日） 
コンサート in ミュージアム 2015 

まちなかのサロンホールから 
14：00～15：30

わたなべ音楽堂 

ベルネザール 
主催 50 名

1/20（水） 日本将棋連盟連携事業「将棋塾」 13：30～15：00 桜花小学校 共催 18 名

1/21（木） 小学校アウトリーチコンサート 

9：40～10：25

10：45～11：30

（時間未確定）

関原小学校 主催 50 名

1/23（土） 足立ジュニア吹奏楽団派遣演奏 10：10～11：10 江北白百合幼稚園 共催 180 名

1/25（月） 
読み語りキャラバン in 保塚図書館 

～スペシャルおはなし会～ 
15：00～15：40

保塚地域学習センタ

ー 
主催 50 名
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